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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－１ 職業能力開発業務に関する事項－離職者を対象とする職業訓練の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第

14 条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 

全国にわたり、離職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するために必要な職業訓練を実施し、雇用のセーフティネットとしての訓練機会を担

保するという重要な役割を担っているため。 

【困難度：高】 

ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースの実施に当たっては、様々な職歴・能力を持った求職者が６か月という短い訓練期間で、就職先企業にお

いてＤＸ、ＧＸ技術を活用して活躍できる人材として必要な知識・技術等を身に付けさせることが必要であり、そのための新たな職業訓練カリキュ

ラムや訓練教材の開発等に加え、職業訓練指導員への新たな知識及び技能・技術の付与、訓練機器等の整備を含めた体制整備に対応することは相当

な努力を要するものであること。 

さらに、こうした取組により実施施設を毎年度拡充し、受講者数を 8,000 人以上とする極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 

５年度 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

訓練修了者の訓練終了
後３か月時点の就職率
（計画値） 

82.5％以上 － 82.5％以上 82.5％以上    
  

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929    

 
 

訓練修了者の訓練終了
後３か月時点の就職率
（実績値） 

－ 87.5％ 87.5％ 86.9％    
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496    

 
 

達成度 － － 106.1％ 105.3％    
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,349,016    

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した離
職者訓練コースの受講
者数（計画値） 

8,000 人以
上 

－ 
1,339 人以

上 
1,660 人以

上 
   

  
経常利益（千円） 1,744,159 757,430    

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した離
職者訓練コースの受講
者数（実績値） 

－ － 1,481 人 1,767 人    
  

行政コスト（千円） 54,269,436 58,822,812    

 
 

達成度 － － 110.6％ 106.4％    
  

従事人員数（人） 2,732 2,722    

短時間訓練コースの受
講者数（計画値） 

900 人以上 － 164 人以上 168 人以上    
       

 
短時間訓練コースの受
講者数（実績値） 

－ － 196 人 181 人    
 

       

 達成度 － － 119.5％ 107.7％    
 

       

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R6） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定  

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（１）離職者を対象とする職

業訓練の実施 
 
 

雇用のセーフティネッ
トとしての役割を果たす
ため、雇用失業情勢に応じ
て、離職者に対し、適切か
つ効果的な職業訓練コー
スを開発、実施し、再就職
に結びつけるものとする。
特に、ものづくり分野のＤ
Ｘの加速化等に対応した
職業訓練コースを開発、実
施する。具体的には以下を
重点的に実施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 訓練開始時から積極的
にキャリアコンサルティ

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（１）離職者を対象とする職

業訓練の実施 
 
 

雇用のセーフティネッ
トとしての役割を果たす
ため、雇用失業情勢や人材
ニーズ等を踏まえ、離職者
に対し、適切かつ効果的な
職業訓練コースを開発、実
施し、再就職に結びつける
ものとする。特に、ものづ
くり分野のＤＸの加速化
等に対応した職業訓練コ
ースを開発、実施する。具
体的には以下を重点的に
実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
① 訓練開始時からジョブ・
カードを活用したキャリ

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（１）離職者を対象とする職業訓練の実施 
 
 
 

雇用のセーフティネットとしての役割
を果たすため、雇用失業情勢や人材ニー
ズ等を踏まえ、離職者に対し、適切かつ効
果的な職業訓練を実施し、再就職に結び
つけるものとする。特に、ものづくり分野
のＤＸの加速化等に対応した職業訓練コ
ースを積極的に展開し、必要に応じて、新
たな職業訓練コースを開発する。具体的
には以下を重点的に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 就職支援マップなどの就職支援ツール
を活用し、訓練の開始から終了までの各

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・訓練修了者の

 
 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（１）離職者を対象とする職業訓練の実施 
 
説明資料参照 
 
・職業能力開発促進センターにおいて、雇用のセーフティネットと
しての役割を果たすため、離職者の方々を対象に、企業での生産
現場の実態に即したものづくり分野に特化して、地域の人材ニー
ズ等に応じた訓練コースを設定し、早期再就職に必要な技能・関
連知識を習得できるよう、標準６か月の職業訓練を以下のとおり
実施した。 

 また、ものづくり分野のＤＸの加速化等に対応した職業訓練コー
スを実施するとともに、訓練カリキュラムの開発・見直しに重点
的に取り組んだ。 
- 施設内訓練のコース数 
1,622 コース（前年度実績 1,610 コース） 

- 施設内訓練の入所者数 
18,581 人（前年度実績 19,162 人） 
 

・外部有識者により構成された訓練計画専門部会等を通じて、主に
ものづくり分野であって、その地域において民間では実施できな
いもの、かつ地域の人材ニーズ等も踏まえた訓練コースを設定し
た。特に、訓練コースの設定に当たっては、事業主団体や企業等
へのヒアリング等を実施し、ＤＸにつながるデジタル技術に対応
できる人材育成、脱炭素化の実現に向けた取組等の観点も踏まえ
た人材ニーズや訓練内容の改善すべき点等を把握・分析した上
で、訓練カリキュラムの見直し（訓練コースの新設・廃止等含む）
を行うとともに、地域の雇用失業情勢等を踏まえて、訓練定員の
見直しを行った。 
【カリキュラム等の見直しを行った訓練コース数】 
- 内容変更コース数 245 コース 
- 廃止訓練コース数 19 コース 
- 新規設定コース数 22 コース 

【訓練定員の見直しを行った施設数】 
- 訓練定員を増やした施設数 10 施設 
- 訓練定員を減らした施設数 4 施設 

 
 
① 就職支援 （添付資料１－①～③） 
○就職支援の取組・訓練修了者の就職率 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「訓練修了者の終
了後３か月時点の
就職率」の達成度
が 86.9％、「ＤＸ、
ＧＸに対応した離
職者訓練コースの
受講者数」の達成
度が 106.4％、「短
時間訓練コースの
受講者数」の達成
度が 107.7％であ
り、いずれも所期
の目標を達成して
いる。評定の根拠
として、 
①訓練修了者の訓
練終了後３か月
時点の就職率の
向上に係る取組
について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標） 

を達成しただけ 
でなく、訓練受 
講者に対して正 
社員として就職 
する意義やメリ 
ットを意識付け 
するなど、正社 
員就職への支援 
に取り組んだこ 
と。 
この結果、正社
員就職率につい
ても 67.9％、併
せてサンプル調
査ではあるが、
正社員として就
職を希望する者
の正社員就職率
に つ い て も
85.3％となり、
安定した雇用形
態への就職につ
なげることがで
きたこと。 

【困難な状況への
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ング等を行い、訓練受講者
の就職を支援し、就職率の
向上に取り組むこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し

アコンサルティングなど
の相談支援を積極的に行
うとともに、面接指導・応
募書類の作成指導、企業へ
の訓練受講者求職情報の
提供等により訓練受講者
の就職を支援し、就職率の
向上に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し

段階においてジョブ・カードを活用した
キャリアコンサルティングなどの相談支
援に積極的に取り組み、就職への意識付
けや職業選択の支援を行う。また、就職活
動が円滑に進むよう面接指導や応募書類
の作成を指導するほか、企業に対し求人
申込みの働きかけを行うとともに訓練受
講者の求職情報を取りまとめ、提供する。
さらに、訓練修了時点で就職が決まらな
い可能性がある訓練受講者を公共職業安
定所に誘導するなど公共職業安定所と連
携を図り、積極的かつきめ細かな就職支
援に取り組むことにより、訓練受講者の
就職率の向上に努める。加えて、安定した
雇用につながるよう、就職者のうち正社
員として就職した者の割合の向上に取り
組む。 
なお、訓練・学習の進捗等に特別な配慮

が必要な訓練受講者に対しては、地域セ
ンター等との連携や就職支援アドバイザ
ー等による支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② デジタル技術の利活用による生産性の
向上や業務の効率化等に資する人材を育
成するため、ものづくり分野におけるＤ

訓練終了後３
か月時点の就
職 率 を 、
82.5％以上と
する。 

 
 
 
＜評価の視点＞ 
・就職者のうち
正社員として
就職した者の
割合の向上に
取 り 組 ん だ
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ＤＸの加速化
及び脱炭素化

・事業主団体や関係行政機関等から聴取した人材ニーズを反映した
的確な訓練内容と、ジョブ・カード等の活用など計画的かつきめ
細かな取組等により、訓練終了後３か月時点の就職率は以下のと
おりとなった。 
- 施設内訓練 86.9％（前年度実績 87.5％） 
※各年度の就職率は、当該年度の４月から翌年１月末までに終了
した訓練コースの３か月後の実績 
 

○正社員としての就職の促進 
・公共職業安定所と連携した正社員求人限定の合同企業説明会や面
接会の開催等を実施することにより正社員としての就職を促進
した。 
- 正社員就職率 67.9％（前年度実績 67.3％） 
（参考）正社員としての就職を希望する者の正社員就職率 
85.3％（前年度実績 85.5％）（サンプル調査） 

※各年度の正社員就職率は、当該年度の４月から翌年１月末まで
に終了した訓練コースの３か月後の実績 

（参考）訓練修了後 1年経過時点の定着率 76.1％（前年度実績 
69.9％）（サンプル調査） 

（参考）「訓練が就職の役に立った」と答えた受講者の割合 
95.1％（前年度実績 97.5％）（サンプル調査） 

（参考）「訓練修了者を採用して満足している」と答えた事業所
の割合 98.0％（前年度実績 98.6％）（サンプル調査） 

 
○就職困難度の高い者に対する支援 
・近年増加傾向にある就職困難度の高い者に対して、地域センター
や外部支援機関と連携し、就職支援アドバイザー等によるよりき
め細かな支援を実施した。 

 
○橋渡し訓練及び日本版デュアルシステムの実施 
・橋渡し訓練 
就業経験が乏しい等、直ちに実践的な職業訓練等を受講すること
が困難な者に対して、働き方のキャリアビジョンや訓練志望動機
を再確認しながら、コミュニケーション能力やビジネスマナー等
の基礎的能力を習得することで職業意識を向上させ、実践的な職
業訓練の受講を円滑にするための橋渡し訓練を以下のとおり実
施した。 
- コース数 310 コース（前年度実績 302 コース） 
- 入所者数 3,339 人（前年度実績 3,452 人） 

・日本版デュアルシステム 
不安定就労を繰り返している若年求職者等を対象に、安定就労を
目的とした日本版デュアルシステム（約１か月の企業実習を組み
込んだ訓練）を以下のとおり実施した。 
- 実施コース数 145 コース（前年度実績 145 コース） 
- 入所者数 1,217 人（前年度実績 1,236 人） 
- 就職率 91.8％（前年度実績 93.9％） 
- 正社員就職率 85.9％（前年度実績 82.4％） 
※各年度の就職率及び正社員就職率は、当該年度の４月から翌年
１月末までに終了した訓練コースの３か月後の実績 

 
 
② ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースの実施 
・ＤＸ、ＧＸに対応した離職者訓練コースを以下のとおり実施し、
1,767 人が受講した。 

対応】 
・生涯現役社会の
進展に伴い、相
対的に就職困難
度が高い 50 歳
以上の訓練受講
者が増加（R5：
30.2 ％ → R6 ：
32.7％）する中、
就職支援アドバ
イザーや職業訓
練指導員による
訓練受講者一人
一人に合わせた
丁寧なキャリア
コンサルティン
グの実施等のほ
か、特別な配慮
が必要な訓練受
講者に対して
は、地域センタ
ーとの連携や、
職業リハビリテ
ーション・障害
者職業訓練で活
用されているノ
ウハウの導入に
より、職員の対
応力向上を図る
など、就職困難
者へのきめ細か
な就職支援に取
り組んだこと。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した離職者訓
練コースの受講
者数の確保に係
る取組について 

【質的な取組】 
・ものづくり分野
におけるＤＸ、
ＧＸにつながる
技術に対応した
訓練カリキュラ
ムとして「Ｉｏ
Ｔ機器を用いた
ビル設備点検
（環境測定）」や
「測量技術（Ｉ
ｏＴ測量機器」
などの開発を行
うとともに、訓
練を担う職業訓
練指導員に対す
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た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行い
ながら働くことを希望す
る方が主体的に受講しや
すい職業訓練コースの充
実を図るとともに、託児
サービスの提供等により
職業訓練を受講しやすい
環境の整備を推進するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図る。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 子育てや介護等を行い
ながら働くことを希望す
る方が主体的に受講しや
すい職業訓練コースの充
実を図るとともに、託児サ
ービスの提供等により職
業訓練を受講しやすい環
境の整備を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｘ、ＧＸに対応した職業訓練コースとし
て、既存の訓練科に、ＩｏＴシステム、太
陽光発電システムやＨＥＭＳを構築する
技術要素等を加えて50科（32施設）で実施
する。また、全ての職業訓練コースにおい
てＤＸの定義や企業におけるＤＸの取組
事例を加えたカリキュラムを設定し、訓
練を実施する。 
さらに、全てのカリキュラムモデルを

点検し、ＤＸの加速化及び脱炭素化等に
資する技術・技能等に係る新たなカリキ
ュラムモデルの開発や内容の見直しを必
要に応じて行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行いながら働くこと
を希望する方が主体的に受講しやすい職
業訓練コースの充実を図るとともに、託
児サービスの提供等により職業訓練を受
講しやすい環境の整備を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 職業訓練コースの周知・広報等に当た
り、公共職業安定所と連携して、雇用保険
受給者説明会の活用や施設見学会の積極
的な開催等により多様な説明機会を設定
し、職業訓練コースの内容・成果を分かり
やすく丁寧に説明する。また、訓練効果や
成果、訓練修了者・企業からの声をホーム
ページや施設案内等に掲載するととも
に、公的職業訓練の愛称であるハロート
レーニング等を活用し、分かりやすい広
報活動に取り組み、ものづくり分野の職
業訓練への受講を促進する。 

等に資する技
術・技能等に
係る新たなカ
リキュラムモ
デルの開発や
内容の見直し
を行ったか。 

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム
の見直し・開
発等を必要と
する離職者訓
練コースの受
講 者 数 を 、
1,660 人以上
とする。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・託児サービス
の提供等によ
り職業訓練を
受講しやすい
環境の整備を
推進したか。 

 
【指標】 
・子育て、介護
等を行いなが
ら働くことを
希望する方に
向けた短時間
訓練コースの
受講者数を、
168 人以上と
する。 

 
 
＜評価の視点＞ 
・公共職業安定
所と連携しな
がら、分かり
やすい広報活
動に取り組む
ことにより、
ものづくり分
野の職業訓練
への受講を促
進したか。 

 

 （内訳） 
  - 実施施設数 32 施設（前年度実績 26 施設） 
  - 実施訓練科数 50 科（前年度実績 37 科） 
   コース数 108 コース（前年度実績 79 コース） 
  - 受講者数 1,767 人（前年度実績 1,481 人）  
・ＤＸ、ＧＸに対応した訓練カリキュラムの開発・見直しに取り組
んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子育てや介護等を行いながら働くことを希望する方の就業促

進等を図るための取組 
・子育てや介護等を行いながら働くことを希望する方の就業促進を
図るための短時間訓練コースを以下のとおり実施し、181 人が受
講した。 
（内訳） 
- 実施施設数 6 施設（前年度実績５施設） 
- 実施訓練科数 6 科 （前年度実績５科） 

 - コース数 11 コース （前年度実績 11 コース） 
 - 受講者数 181 人（前年度実績 196 人） 

・職業訓練の受講により、子供の世話が困難となる求職者に対し、
託児施設を活用した託児サービスの提供（以下「託児サービス付
加事業」という。）を行うことで、職業訓練を受講しやすい環境の
整備を推進した。 
- 託児サービス付加事業の利用状況 
 26 施設で実施し、58 人（58 児童）が利用 
（前年度実績 37 施設、101 人（109 児童）） 

 
 
 
④ 公共職業安定所との連携強化等による定員確保の取組 
・全ての職業能力開発促進センターにおいて、離職者訓練の定員充
足率の向上のためのアクションプラン（公共職業安定所との連携
や求職者に対する周知・広報活動の強化等を図るための具体的な
行動計画）を策定し、効果的な広報等の取組を実施することによ
り、定員充足率は以下のとおりとなった。 
- 定員充足率 （添付資料１－①､１－④） 
80.3％（前年度実績 79.5％） 

 
 
 
 

る研修について
も、内容のブラ
ッシュアップや
職業訓練に必要
なＧＸ要素を付
加する等、不断
の見直しによ
り、企業の人材
ニーズに対応す
ることができる
人材の育成に取
り組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・各業界の基盤と
なる技能・技術
にＤＸ、ＧＸに
つながる技術要
素を加えた訓練
を実施したほ
か、職業訓練指
導員がＤＸに対
応したより実践
的な訓練を指導
できるよう、「Ｄ
Ｘリテラシー研
修」、「データ利
活用基礎研修」
を実施し、訓練
の質を高めるこ
とを通じて、
様々な背景を持
つ訓練受講者
が、６か月間と
いう短期間でＤ
Ｘ、ＧＸ技術を
活用できる人材
として就職先企
業で活躍できる
ように取り組ん
だこと。 

・人材ニーズ等調
査などにより社
会経済や技術革
新の動向を日々
キャッチアップ
し、新たな訓練
カリキュラムの
開発、職業訓練
指導員研修の見
直しなどを通じ
て、日進月歩で
進化するＤＸ、
ＧＸ技術に対応
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したこと。また、
これらの取組を
経て新たに６施
設で訓練コース
を開始し、32 施
設計 108 コース
（R5：26 施設 79
コース）に拡充
したこと。 

③短時間訓練コー
スの受講者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・子育てや介護等
を行いながら働
くことを希望す
る者の就業促進
等を図る取組で
ある短時間訓練
コースについて
は、一般的な離
職者訓練コース
と比べて訓練受
講や就職活動に
対する時間的な
制約などがある
ことから、個々
の訓練受講者の
事情に応じたよ
りきめ細かな訓
練指導や就職支
援に取り組んだ
ほか、託児サー
ビス付加事業を
実施するなど、
子育てを理由に
諦めることなく
訓練受講がしや
すい環境の整備
に取り組んだこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・多様な働き方を
希望する者に対
応した就職支援
が求められてい
る中で、受講者
に寄り添った指
導体制を構築し
たほか、就職先
職種や技術要素
を絞ることによ
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り短期間で習得
できるカリキュ
ラムを設定し、
子育てや介護等
を行いながら働
くことを希望す
る者の就業促進
等を図る取組で
ある短時間訓練
コースについ
て、６施設計 11
コース（R5：5 施
設 11 コース）に
拡充したこと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や
2050 年カーボ
ンニュートラル
に向け、ＤＸ、
ＧＸの取組の推
進に対応する人
材の確保・育成
が重要である。
技術革新や人材
ニーズの変化等
を把握しなが
ら、これらに取
り組む中小企業
への早期就職に
資するため、Ｄ
Ｘ、ＧＸにつな
がるデジタル技
術に対応したカ
リキュラムを含
む訓練コースの
開発・実施に取
り組む必要があ
る。 

・雇用のセーフテ
ィネットとし
て、今後も高い
就職率を維持し
ていくために
は、人材ニーズ
の変化を的確に
捉え、変化に合
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＜令和５年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・地域の事業主団体や企業等へのヒアリング調査（全国約 3,400 事
業所）を行い、ＤＸにつながるデジタル技術に対応できる人材育
成、脱炭素化の実現に向けた取組等を踏まえた当該調査結果の分
析を行った上で、企業の人材ニーズを踏まえた訓練カリキュラム
の開発・見直しを行った。 

・ものづくり分野におけるＤＸ、ＧＸに対応した職業訓練コースと
して、既存の訓練科に、ＩｏＴシステム、太陽光発電システムや
ＨＥＭＳを構築する技術要素等を加え、新たに６施設で開始し、
32 施設で計 108 コースに拡充して実施した。 

・短時間訓練コースについては、新たに２施設で開始し、６施設で
計 11 コースに拡充して実施した。 

 
 

わせて訓練コー
スを見直してい
くとともに、引
き続ききめ細か
な就職支援に努
める必要があ
る。 

・育児や介護等、
多様な事情を抱
える求職者等が
職業訓練を受講
できるよう、も
のづくり分野に
おける短時間訓
練コースの実施
も含め、全員参
加型社会の実現
に向けた訓練コ
ースを実施する
必要がある。 

 

 
４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・ 

・ 

・ 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－２  職業能力開発業務に関する事項－高度技能者の養成のための職業訓練の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第

14 条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 
ＤＸ、ＧＸといった大きな変革の波の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上に必要となる人材を養成することは、極め

て重要であるため。 
【困難度：高】 

ＤＸ、ＧＸへの対応を見据えた職業訓練カリキュラムの見直し・開発等を行うとともに、これら高度化された訓練を適切に指導できる職業訓練指
導員の育成、訓練機器等の整備を含めた体制整備を行うことは、機構自身が相当な努力を要するものである。 
さらに、企業等からのニーズをもとに取り組む製品開発を通じた課題発見・解決型の実習等において、企業のニーズを踏まえた課題解決策を提案

し、かつその中でＤＸ、ＧＸに関連した成果物の開発割合を 50％以上とすることとしており、極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

  

 令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

就職希望者の就職率（計画
値） 

95％以上 － 95％以上 95％以上     
 

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929    

 
 

就職希望者の就職率（実績
値） 

－ 99.5％ 99.6％ 99.5％     
 

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496    

 
 達成度 － － 104.8％ 104.7％     

 
経常費用（千円） 52,237,738 56,349,016    

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（計画値） 

1,100 人以
上 

－ 135 人以上 238 人以上     
 

経常利益（千円） 1,744,159 757,430    

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した高度
技能者養成訓練コースの
修了者数（実績値） 

－ － 157 人 277 人     
 

行政コスト（千円） 54,269,436 58,822,812    

 
 達成度 － － 116.3％ 116.4％     

 
従事人員数（人） 2,732 2,722    

 
 

企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（計画値） 

50％以上 － 50％以上 50％以上     

 

      

 
 

企業と共同で課題解決に
取り組んだ件数のうち、Ｄ
Ｘ、ＧＸに対応した件数の
割合（実績値） 

－ － 55.6％ 74.4％     
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達成度 － － 111.1％ 148.8％     
  

     

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R6） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定  

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（２）高度技能者の養成のた

めの職業訓練の実施 
 

 
産業の基盤を支える人

材を養成するために、職業
能力開発大学校等におい
て、理論と技能・技術を結
びつけた実学融合の教育
訓練システムにより、最新
の技能・技術に対応できる
高度なものづくりを支え
る人材（高度実践技能者）
を養成する。具体的には以
下を重点的に実施するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（２）高度技能者の養成のた

めの職業訓練の実施 
 

 
産業の基盤を支える人

材を養成するために、職業
能力開発大学校等におい
て、理論と技能・技術を結
びつけた実学融合の教育
訓練システムにより、最新
の技能・技術に対応できる
高度なものづくりを支え
る人材（高度実践技能者）
を養成する。具体的には以
下を重点的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（２）高度技能者養成のための職業訓練の

実施 
 

 
産業の基盤を支える人材を養成するた

めに、職業能力開発大学校等において、理
論と技能・技術を結びつけた実学融合の
教育訓練システムにより、最新の技能・技
術に対応できる高度なものづくりを支え
る人材（高度実践技能者）を養成する。具
体的には以下を重点的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（２）高度技能者の養成のための職業訓練の実施 
 
説明資料参照 
 
・職業能力開発大学校・職業能力開発短期大学校（以下「能開大」
という。）等において、産業の基盤となる高度なものづくりを支え
る人材を育成するため、産業構造の変化に応じた理論と技能・技
術を結び付けた実学融合の教育訓練システムにより、ものづくり
の基本を習得し、最新の技能・技術に対応できる高度実践技能者
の養成に取り組んだ。 

 また、ロボット技術を活用した生産システムの構築、運用管理等
ができる人材を育成するための訓練コースの実施のほか、ＢＩＭ
によるデジタル技術を活用した建築生産活動の生産性向上に資
する技能・技術、脱炭素化等に資する知識、技能・技術を習得す
る訓練の開発・実施に取り組んだ。 
さらに、地域の中小企業等が抱える課題解決のための共同研究・
受託研究や、能開大等の職業訓練指導員による工業高校等への支
援等、開かれた施設運営に努めた。              

 - 専門課程 
高校卒業者等を対象に、高度な知識と技能・技術を兼ね備えた
実践技能者（テクニシャン・エンジニア）を育成するための訓
練（訓練期間２年間） 

  在校生数 3,100 人 
- 応用課程 
専門課程修了者等を対象に、生産技術・生産管理部門のリーダ
ーとなる人材を育成するための訓練（訓練期間２年間） 
在校生数 1,646 人 

 - 日本版デュアルシステム（専門課程活用型） 
能開大の専門課程に相当するカリキュラムと、実際に企業で業
務に従事しながら技能・技術を習得できる企業実習を組み合わ
せた実践的な職業人を育成する訓練（訓練期間２年間） 

  在校生数 64 人 
- 総合課程（特定専門課程及び特定応用課程） 
高校卒業者等を対象に、生産技術・生産管理部門のリーダーと
なり得る人材を育成するとともに、将来的に質の高い職業訓練

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
「就職希望者の就
職率」の達成度が
104.7％、「ＤＸ、
ＧＸに対応した高
度技能者養成訓練
コースの修了者
数」の達成度が
116.4％、「企業と
共同で課題解決に
取り組んだ件数の
うち、ＤＸ、ＧＸ
に対応した件数の
割合」の達成度が
148.8％であり、所
期の目標を達成又
は上回る成果が得
られている。評定
の根拠として、 
①就職希望者の就
職率の向上に係
る取組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、生産現
場に密着した実
学融合の訓練カ
リキュラムや地
域の産業界が抱
える課題等に即
した実習を実施
することによ
り、企業の即戦
力となるような
人材の育成に取
り組んだこと。
この結果、全体
の正社員就職率
に つ い て も
98.4％と昨年度
に引き続き高い
実績となったこ
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① 職業能力開発大学校等

の修了者のうち就職希望
者に対して、きめ細かい就
職支援により、就職率の向
上に取り組むこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

① ものづくり産業におけ
る人材ニーズに的確に対
応した訓練内容とするこ
とや、就職ガイダンスや学
生用ジョブ・カード等を活
用したキャリアコンサル
ティングの実施など的確
な就職支援を徹底して行
うことにより、引き続き高
い就職実績を確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

② ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図る。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応する。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

① ものづくり産業における技術動向や企
業等から聴取した地域の人材ニーズ等に
的確に対応した訓練内容とすることや、
専門課程、応用課程及び総合課程それぞ
れ１年次から就職ガイダンスや学生用ジ
ョブ・カード等を活用したキャリアコン
サルティング、オンラインによる就職活
動に対応するための支援を実施する等、
的確な就職支援を徹底して行うことによ
り、引き続き高い就職実績を確保する。加
えて、就職者のうち正社員として就職し
た者の割合の向上に取り組む。 
なお、離職者を対象とする職業訓練と

同様に、訓練・学習の進捗等に特別な配慮
が必要な学生に対しても、地域センター
等との連携や就職支援アドバイザー等に
よる支援を行う。 
 
 
 
 

② ＤＸの加速化を見据えたデジタル技術
への対応として、応用課程については、職
業能力開発大学校全10校の生産システム
技術系３科（生産機械システム技術科、生
産電気システム技術科及び生産電子情報
システム技術科）に設置したロボット技
術（画像処理、ＩｏＴ等関連技術を含む。）
を活用した生産システムの構築、運用管
理、保守、改善等の生産性向上に資する技
能・技術を習得する職業訓練コース（以下
「生産ロボットシステムコース」とい
う。）において訓練を実施するとともに、
運用状況を定期的に把握した上で、必要

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・就職者のうち
正社員として
就職した者の
割合の向上に
取 り 組 ん だ
か。 

 
【指標】 
・職業能力開発
大学校等の修
了者のうち就
職希望者の就
職率を、95％
以上とする。 

 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ものづくり分
野において、
ＤＸの加速化
を見据えたデ
ジタル技術に
対応するカリ
キュラムや脱
炭素化等に資
する技能・技
術等が習得で
きるカリキュ
ラムの開発・

指導員となり得る人材を育成する訓練（訓練期間４年間） 
  在校生数 363 人 
※専門、応用及び総合課程の在校生数は、令和６年４月現在の
実績 

・実施可能なカリキュラムを精査し、一部についてオンラインで訓
練を実施した。 

・各種競技大会に参加し、上位入賞を目指すことを通じて、学生の
技能習得に対する意識やモチベーションの向上、更なる技術力の
向上に取り組んだ。 

・地方公共団体との役割分担を一層明確化し、民業補完に徹する観
点から、都道府県、都道府県労働局、事業主や労働者の代表、教
育機関等で構成する地方運営協議会等において、設置訓練科に係
る訓練ニーズを確認し、専門課程、応用課程、日本版デュアルシ
ステム（専門課程活用型）の職業訓練を能開大において実施する
とともに、職業能力開発総合大学校においては、総合課程の職業
訓練を実施した。また、ＤＸ、ＧＸに対応した技能・技術の習得
を目標とした授業内容を標準カリキュラムに加え、産業構造の変
化や技術革新等に対応した訓練コースの見直しを進めた。 

 
 
① 就職支援 （添付資料２－①、２－②） 
・引き続き高い就職実績の確保及び正社員としての就職を促進する
ため、地域の人材ニーズ等に的確に対応した訓練内容の設定や、
就職支援などの的確な取組により、就職率は以下のとおりとなっ
た。 
- 就職率 99.5％（前年度実績 99.6％） 
（内訳） 
専門課程 99.0％（前年度実績 99.5％） 
応用課程 99.7％（前年度実績 99.7％） 
総合課程 100.0％（前年度実績 98.8％） 

- 正社員就職率 98.4％（前年度実績 98.9％） 
※各年度の就職率及び正社員就職率は、当該年度の翌年４月末
現在の実績 

 
○特別な配慮が必要な学生に対する支援 
・特別な配慮が必要な学生に対して適切な就職支援を行うため、「訓
練・学習の進捗等に特別な配慮が必要な学生への支援・対応ガイ
ド（実践編）」を活用し、地域センターや外部支援機関、家族等と
連携した支援を実施した。 

 
 
② ＤＸ、ＧＸに対応した高度技能者養成訓練コースの実施 
・職業能力開発大学校全 10 校において、生産システム技術系３科
（生産機械システム技術科、生産電気システム技術科及び生産電
子情報システム技術科）に設置したロボット技術（画像処理、Ｉ
ｏＴ等関連技術を含む。）を活用した生産システムの構築、運用
管理、保守、改善等の生産性向上に資する技能・技術を習得する
ための職業訓練コース（以下「生産ロボットシステムコース」と
いう。）を実施した。また、建築施工システム技術科を実施する
職業能力開発大学校５校において、新たにＢＩＭによるデジタル
技術を活用した建築生産活動（計画、設計、施工、維持管理）の
生産性向上に資する技能・技術を習得する訓練を実施した。   

 - ＤＸ、ＧＸに対応した高度技能者養成訓練コース修了者数 
  277 名（前年度実績 157 名） 

と。 
・各種競技大会等
に参加し、上位
入賞を目指すこ
とを通じて、学
生の技能習得に
対する意識やモ
チベーションの
向上、更なる技
術力向上に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・人手不足を要因
とした労働生産
性の向上が喫緊
の課題となって
おり、産業の基
盤となるものづ
くりを支える人
材確保が早急に
求められている
中で、ジョブ・
カードを活用し
たきめ細かなキ
ャリアコンサル
ティングに加
え、就職支援ア
ドバイザー等に
よる就職ガイダ
ンスでの面接指
導、応募書類の
作成指導、オン
ライン面接に対
応した就職支援
などを通じた高
い就職率の維
持・向上に取り
組んだこと。ま
た、近年、特別
な配慮が必要な
学生が増えてい
るが、これらの
学生に対する就
職支援について
は、地域センタ
ーとの連携や職
業リハビリテー
ション・障害者
職業訓練で活用
されているノウ
ハウを取り入れ
た就職支援ツー
ルを開発し、導
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③ 職業能力開発大学校等

において、地域の中小企業
等が抱える技術力強化等
の課題解決等のため、共同
研究や施設設備の貸与等
地域社会との連携に引き
続き努めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 職業能力開発大学校等
において、地域の中小企業
等が抱える技術力強化等
の課題解決等のため、共同
研究や施設の貸与等地域
社会との連携に引き続き
努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に応じてカリキュラムや訓練実施方法等
の見直しを行う。また、建築施工システム
技術科を実施する職業能力開発大学校全
５校において、ＢＩＭによるデジタル技
術を活用した建築生産活動（計画、設計、
施工、維持管理）の生産性向上に資する技
能・技術を習得する訓練を実施するとと
もに、必要に応じてカリキュラムや訓練
実施方法等の見直しを行う。 

専門課程については、ＤＸにつなが
るデジタル技術を踏まえて見直したカ
リキュラムによる訓練を実施するとと
もに、引き続き必要に応じて新たなカ
リキュラムの開発・充実、訓練内容の見
直し等を行う。 
ＧＸに関しては、脱炭素化等に資す

る知識、技能・技術等が習得できるカリ
キュラムとして、成長が期待される産
業に関連したクリーンエネルギーや省
エネ建築等に関する技術要素を習得す
る訓練を実施するとともに、必要に応
じてカリキュラムの開発・充実、訓練内
容の見直し等を行う。 

 
 
③ 職業能力開発大学校等において、地域
の中小企業等が抱える技術力強化等の課
題解決等のため、共同研究や施設の貸与
等地域社会との連携に引き続き努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

充実、見直し
等 を 行 っ た
か。 

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム
の見直し・開
発等を必要と
する高度技能
者養成訓練コ
ースの修了者
数を、238 人
以上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・地域の中小企
業等が抱える
技術力強化等
の課題解決等
のため、共同
研究等により
地域社会との
連携に努めた
か。 

 
【指標】 
・応用課程にお
いて、企業と
共同で課題解
決に取り組ん
だ 件 数 の う
ち、ＤＸ、Ｇ
Ｘに対応した
件 数 の 割 合
を、50％以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 

    就職率    100.0％ 
    正社員就職率 98.9％ 
・生産ロボットシステムコースを設置した職業能力開発大学校全10
校での実施結果を踏まえ、課題・改善点を抽出し、実施方法の見
直し及び職員研修への反映を行った。 

・学生が生産ロボットシステムコースや今後の進路を選択する際の
参考になるよう、未来ロボティクスエンジニア育成協議会（ＣＨ
ＥＲＳＩ）関連企業の協力を得て、学生向け勉強会を行った。 

・建築施工システム技術科において更なるＢＩＭの活用を図るた
め、３Ｄレーザースキャナ、ドローン等のデジタル機器を活用し
た測定や３Ｄモデルの作成に関する訓練を実施した。 

・脱炭素化に資する知識、技能・技術の習得に向け、建築施工シス
テム技術科において建築生産と環境負荷の関係や、建物のライフ
サイクルや維持について学ぶ訓練を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 地域の中小企業等の課題解決のための連携 
・能開大等において、地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課
題解決や若年者に対する実践的な技術教育充実のため、高度技能
者養成訓練を通じた企業と共同での課題解決、共同研究・受託研
究や施設の貸与、工業高校や高等専門学校、大学等との連携等に
ついて以下のとおり取り組んだ。 
- 企業と共同での課題解決取組件数 
実施件数 43 件（前年度実績 45 件） 
うちＤＸ、ＧＸに対応した件数の割合 74.4％（前年度実績
55.6％） 

- 共同・受託研究 
実施件数 88 件（前年度実績 76 件） 
（内訳） 
- 共同研究 78 件（前年度実績 70 件） 
- 受託研究 10 件（前年度実績６件） 

- 他大学等関係機関との連携 
実施件数 302 件（前年度実績 289 件） 

・職業訓練の成果物の展示や研究発表、ものづくり体験コーナー、
ロボット製作・競技会等の実施を通じて、ものづくりに関する高
度で実践的な職業訓練や研究開発の現状を地域の企業や高校等
に公開する「ポリテックビジョン」を全ての能開大で開催すると
ともに、地域における「ものづくり」に関する啓発のため、地域
の関係機関、産業界、住民等と連携し、「ものづくり体験教室」を
開催した。 
- ポリテックビジョン 
全国 23 会場（前年度実績 23 会場） 
参加者数 6,165 人（前年度実績 6,857 人） 

- ものづくり体験教室   
実施回数 289 回（前年度実績 283 回） 

入することによ
り、職員の対応
力向上を図るな
ど、きめ細かな
就職支援に取り
組んだこと。さ
らに、少子化の
進展によって学
生の数が減少す
る一方、労働者
の学び直し（リ
スキリング）に
より企業の生産
性向上、競争力
の強化が求めら
れる時代背景を
踏まえ、社会人
推薦入試の全国
展開や全国の生
産性向上人材育
成支援センター
における事業主
推薦制度の積極
的広報など、社
会のニーズに的
確に応えること
を通じてこれま
で以上に多様な
入校者の確保に
取り組んだこ
と。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した高度技能
者養成訓練コー
スの修了者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・生産ロボットシ
ステムコースに
おいては機械
系、電気系及び
電子情報系の３
科の学生が、そ
れぞれ習得した
技能・技術を持
ち寄り、横断的
な訓練を行うこ
とを通じ、より
実践的な技能・
技術を習得でき
るよう取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
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④ オープンキャンパスや
きめ細かな高校訪問等に
よる効果的な広報の実施
等により入校生の確保を
図り、定員の充足に取り組
む。 

 
 
 
 
 

 
 
 
④ オープンキャンパス、高校訪問、社会
人の受入れに向けた事業所訪問等による
効果的な広報等の取組内容やスケジュー
ルを明確にした行動計画であるアクショ
ンプランを職業能力開発大学校等におい
て策定・実施することにより入校生を確
保する。 

 
 
 
 

 
 
 
＜評価の視点＞ 
・効果的な広報
の実施等によ
り入校生の確
保 を 図 っ た
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参加者数 24,430 人（前年度実績 20,690 人） 
 
 
④ 能開大の魅力向上・学生確保に向けた取組 （添付資料２－

①、２－③） 
○全ての能開大において「学生募集に係る行動計画」（アクションプ
ラン）を策定するとともに、社会人推薦入試や事業主推薦入試に
取り組み、生産性向上人材育成支援センターを活用した効果的な
広報等の取組を実施した。 
- 定員充足率 
94.2％（前年度実績 94.5％） 
※定員充足率は、令和６年４月現在の実績 

 
○令和６年能登半島地震に関し、被災地域の状況に配慮した対応を
以下のとおり実施した。 

・石川職業能力開発短期大学校が被災し、当該施設での訓練の継続
が困難となったため、令和６年度から復旧までの間は富山県にあ
る北陸職業能力開発大学校において訓練を実施することとした。
当該施設において１日でも早く訓練が再開できるよう、復旧プラ
ンを作成し、復旧工事の設計に着手した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対応】 
・生産ロボットシ
ステムコースで
は、標準課題実
習において、日
進月歩で進化す
るＤＸ技術を踏
まえたロボット
活用に関する技
能・技術等の習
得に取り組んだ
こと。また、建
築施工システム
技術科では、更
なるＢＩＭの活
用を図るため、
令和６年度から
３Ｄレーザース
キャナ、ドロー
ン等のデジタル
機器を活用した
訓練を実施した
ほか、環境負荷
を抑制した設
計・施工事例な
どについて学ぶ
脱炭素化等に資
するカリキュラ
ムを実施し、建
築生産活動の現
場において活用
可能なＤＸ、Ｇ
Ｘに資する技
能・技術、知識
等の習得に取り
組んだこと。ま
た、職業訓練指
導員がＤＸに対
応したより実践
的な訓練を指導
できるよう、「Ｄ
Ｘリテラシー研
修」、「データ利
活用基礎研修」
を実施するとと
もに、「協働ロボ
ットの導入技
術」や「建築分
野におけるドロ
ーン活用技術」
など、ＤＸやＧ
Ｘに対応した人
材を育成するた
めの訓練を実施
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するために必要
な研修を実施
し、訓練の質の
向上に取り組ん
だこと。 

・ ロボット技術
を活用できる人
材を一層輩出す
るため、生産ロ
ボットシステム
コースの標準課
題の要素や実施
ノウハウを、生
産機械・生産電
気・生産電子情
報システム技術
科の標準カリキ
ュラムに反映さ
せて実施したこ
と。また、ロボ
ット技術を活用
した生産技術・
生産部門のリー
ダーとなるよう
将来に向けて学
生の理解を深め
ることや、日々
変化するＤＸ、
ＧＸ技術にＪＥ
ＥＤ自身が対応
するために最新
情報を収集する
ことを目的とし
て、未来ロボテ
ィクスエンジニ
ア育成協議会
（ＣＨＥＲＳ
Ｉ）に協力をい
ただき、北陸・
東海・九州職業
能力開発大学校
の学生向け勉強
会を実施したこ
と。 

③企業と共同で課
題解決に取り組
んだ件数のう
ち、ＤＸ、ＧＸ
に対応した件数
の割合の向上に
係る取組につて 

【質的な取組】 
・地域の中小企業
等が抱える技術



14 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

強化等の課題解
決のため共同・
受託研究 88 件
（Ｒ5：76 件）
や、開発課題実
習を通じた課題
解決に取り組ん
だこと。また、
開発課題実習で
は製品の企画・
開発から製品評
価等までの一連
のものづくりに
取り組むことに
より、実践的な
技能・技術の向
上に取り組んだ
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・学生が企業との
やり取りの中
で、課題把握・
分析を行い、企
業のニーズを踏
まえた課題解決
策を提案するプ
ロセスを通じ
て、企業の抱え
る課題解決に向
けＤＸ、ＧＸに
関連した困難性
の高い成果物の
開発に取り組ん
だほか、社会情
勢による変化や
現場ごとに異な
る企業課題に対
して、複数の訓
練科の学生で横
断的にワーキン
ググループを編
成し、個々の専
門性の発揮や、
相互の協力・連
携を通じた実践
的な対応力・解
決力の養成に取
り組んだこと。 

・学生が企業の課
題を解決する過
程で、企画・開
発段階から製品
評価等まで必要
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となる能力を習
得できるよう、
応用課程２年次
の訓練として、
１年間という限
られた訓練期間
の中で、より実
践的な技能・技
術の向上に取り
組んだこと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や
2050 年カーボ
ンニュートラル
に向け、ＤＸ、
ＧＸの取組の推
進に対応する高
度なものづくり
を支える人材の
確保・育成が重
要であるため、
ＤＸ、ＧＸに対
応した訓練内容
の見直し・実施
に取り組む必要
がある。 

・引き続き高い就
職率の維持に取
り組んでいくと
ともに、若者の
ものづくり離れ
や 18 歳人口の
減少等が進む
中、地域や産業
の人材ニーズに
応えることがで
きるよう、新規
学校卒業者だけ
でなく幅広い年
齢層の応募者の
増加に向けて取
り組みつつ、産
業の基盤を支え
る人材を育成し
ていく必要があ
る。 
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＜令和５年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・従来の生産ロボットシステムコースに加え、令和６年度から建築
施工システム技術科についても「ＤＸ、ＧＸに対応した高度技術
者養成訓練コースの修了者」の対象となるよう、建築分野におけ
るＤＸに対応した訓練としてＢＩＭ等を活用した訓練を実施し、
修了者の拡充を図った。 
加えて、地方運営協議会等を通じて、都道府県、事業主団体等か
らＤＸ、ＧＸの観点も踏まえた企業の人材ニーズを確認し、標準
カリキュラムの見直しを行った。 

・応募者の確保を図るため一部の能開大で試行実施していた社会人
推薦入試を全国に拡大するとともに、事業主推薦制度の活用促進
を目的としたリーフレットを刷新し、生産性向上人材育成支援セ
ンターと能開大が連携し、事業主推薦制度の積極的な広報を実施
した。 

 
 

 
４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・ 

・ 

・ 
 
 
  



17 
 

１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－３  職業能力開発業務に関する事項－在職者を対象とする職業訓練及び事業主等との連携・支援の実施 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第

14 条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 

【重要度：高】 
我が国において、在職労働者に対するリスキリングを始めとした人への投資を推進することにより、中小企業等の生産性向上を図り、もって構造

的な賃上げに向けて取り組むこととしている中、機構における在職者訓練の実施や生産性向上人材育成支援センターにおける事業主支援は非常に
重要であるため。 

【困難度：高】 
ＤＸ、ＧＸといった大きな変革の波の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技能・技術の向上に対応した在職者訓練等の実施に向け、新

たな職業訓練カリキュラムや訓練教材の開発等に加え、職業訓練指導員への新たな知識及び技能・技術の付与、訓練機器等の整備を含めた体制整備
に対応することは相当な努力を要するものである。 
さらに、在職者訓練や生産性向上支援訓練等を活用した事業所数を第４期中期目標で定めた 150,000 事業所から第５期中期目標では 210,000 事

業所へと拡大することとしており、極めて高い目標を設定しているため。 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

在職者訓練受講者数（計
画値） 

300,000 人
以上 

－ 
64,000 人 

以上 
65,000 人 

以上 
   

  
予算額（千円） 60,196,996 64,358,929    

 
 

在職者訓練受講者数（実
績値） 

－ 65,092 人 70,789 人 72,187 人    
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496    

 
 

達成度 － － 110.6％ 111.1％    
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,349,016    

 
 

在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（計画値） 

90％以上 － 90％以上 90％以上    
  

経常利益（千円） 1,744,159 757,430    

 
 

在職者訓練利用事業主か
らの生産性向上等につな
がった旨の評価（実績値） 

－ 94.1％ 93.7％ 94.2％    
  

行政コスト（千円） 54,269,436 58,822,812    

 
 
 

達成度 － － 104.1％ 104.7％    
  

 
 
 
 
 

従事人員数（人） 2,732 2,722    

ＤＸ、ＧＸに対応した在
職者訓練コースの受講者
数（計画値） 

20,000 人以
上 

－ 4,000 人以上 4,000人以上    

 

      

 
 

ＤＸ、ＧＸに対応した在
職者訓練コースの受講者
数（実績値） 

－ － 6,382 人 6,553 人    
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 達成度 － － 159.6％ 163.8％    

  
      

 生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数
（計画値） 

210,000 事
業所以上 

－ 
42,000 事業

所以上 
42,000 事業

所以上 
   

  
      

 生産性向上人材育成支援
センター利用事業所数
（実績値） 

－ 
55,078 事業

所 
57,730 事業

所 
59,616 事業

所 
   

  
      

 
達成度 － － 137.5％ 141.9％    

  
      

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R6） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定  

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（３）在職者を対象とする職

業訓練及び事業主等と
の連携・支援の実施 

 
 

機構は、ものづくり分野
において、企業の中で中核
的役割を果たしている者
を対象に、専門的知識及び
技能・技術を習得させる高
度なものづくり訓練を実
施する。さらに、生産性向
上人材育成支援センター
においては、幅広い分野の
事業主からのデジタル人
材やＤＸによる生産性向
上に関する相談等に対応
するとともに、課題の解消
に向けた適切な職業訓練
のコーディネート等の事
業主支援をこれまで以上
に行う。具体的には以下を
重点的に実施すること。 

 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（３）在職者を対象とする職

業訓練及び事業主等と
の連携・支援の実施 

 
 

機構は、ものづくり分野
において、企業の中で中核
的役割を果たしている者
を対象に、専門的知識及び
技能・技術を習得させる高
度なものづくり訓練を実
施する。さらに、職業能力
開発促進センター、職業能
力開発大学校等に設置し
た生産性向上人材育成支
援センターにおいては、幅
広い分野の事業主からの
デジタル人材やＤＸによ
る生産性向上に関する相
談等に対応するとともに、
課題の解消に向けた適切
な職業訓練のコーディネ
ート等の事業主支援をこ
れまで以上に行う。具体的
には以下を重点的に実施
する。 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（３）在職者を対象とする職業訓練及び事

業主等との連携・支援の実施 
 
 
 

機構は、ものづくり分野において、企業
の中で中核的役割を果たしている者を対
象に、専門的知識及び技能・技術を習得さ
せる高度なものづくり訓練を実施する。 
さらに、職業能力開発促進センター、職業
能力開発大学校等に設置した生産性向上
人材育成支援センターにおいては、幅広
い分野の事業主からのデジタル人材やＤ
Ｘによる生産性向上に関する相談等に対
応するとともに、課題の解消に向けた適
切な職業訓練のコーディネート等の事業
主支援をこれまで以上に行う。具体的に
は以下を重点的に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・在職者訓練受
講 者 数 を 、
65,000 人 以
上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 

（３）在職者を対象とする職業訓練及び事業主等との連携・支援の 
実施 

 
説明資料参照 

 
・生産性向上に取り組む事業主団体及び事業主の方々が、従業員に
対して職業訓練を効果的に実施できるよう、職業能力開発促進セ
ンター及び能開大等に設置した生産性向上人材育成支援センタ
ーを拠点にして、都道府県労働局や地方公共団体、商工関係団体、
経済産業局、教育訓練機関、金融機関等と連携し、職業能力の開
発及び向上に関する相談・援助を実施した。 
また、生産性向上人材育成支援センターにＤＸ人材育成推進員を
配置し、中小企業におけるＤＸ人材の育成を以下のとおり推進し
た。 

 ⅰ人材育成プランの提案、職業訓練のコーディネート 
  - 在職者訓練 
  - 生産性向上支援訓練 
 ⅱ教育訓練の内容に応じた職業訓練指導員の派遣 
 ⅲ教育訓練等のための施設・設備貸与 等 
・生産性向上人材育成支援センターを拠点として、地域の事業主等
の人材育成ニーズ等に基づき、在職者の方々を対象とした、仕事
を遂行する上で必要なものづくりに関する専門的知識及び技能・
技術の向上を図るための短期間（２～５日程度）の職業訓練を実
施した。 
- 訓練コース数 
9,202 コース（前年度実績 9,157 コース） 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ「在職者
訓練受講者数」の
達 成 度 が
111.1％、「在職者
訓練利用事業主か
らの生産性向上等
につながった旨の
評価」の達成度が
104.7％、「ＤＸ、
ＧＸに対応した在
職者訓練コースの
受講者数」の達成
度が 163.8％、「生
産性向上人材育成
支援センター利用
事業所数」の達成
が 141.9 ％ で あ
り、所期の目標を
達成又は上回る成
果が得られてい
る。評定の根拠と
して、 
①生産性向上人材
育成支援センタ
ー利用事業所数
並びに在職者訓
練受講者数及び
在職者訓練利用
事業主からの生
産性向上等につ
ながった旨の評
価の確保・向上
に係る取組につ
いて 
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① ものづくりの分野にお

いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図ること。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応するこ
と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくりの分野にお
いて、ＤＸの加速化を見据
え、デジタル技術に対応し
た職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し等
を図る。 
また、脱炭素化等に資す

る技術・技能等が習得でき
る職業訓練コースの開発・
充実、訓練内容の見直し
等、機動的に対応する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① ものづくりの分野において、ＤＸの加
速化を見据え、デジタル技術に対応した
職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の
見直し等を図る。 
また、脱炭素化等に資する技術・技能等

が習得できる職業訓練コースの開発・充
実、訓練内容の見直し等、機動的に対応す
る。 
そして、これらの訓練を積極的に実施

することで、中小企業等の人材育成ニー
ズを踏まえた人材の育成支援に取り組
む。 
なお、開発・充実、訓練内容の見直し等

に当たっては、ニーズ等の把握・分析、必
要となる知識、技能・技術の整理、職業訓
練コースの開発方針の検討などを行うた
め、職業訓練指導員等で構成する委員会
を設置する。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ものづくりの
分 野 に お い
て、ＤＸの加
速 化 を 見 据
え、デジタル
技術に対応し
た職業訓練コ
ースや脱炭素
化等に資する
技術・技能等
が習得できる
職業訓練コー
スの開発・充
実、訓練内容
の見直し等を
行ったか。  

 
【指標】 
・ＤＸ、ＧＸに
対 応 す る た
め、職業訓練
カリキュラム

 - 受講者数 
72,187 人（前年度実績 70,789 人）  

・訓練の質の向上及び実績の確保に向けた取組を以下のとおり推進
した。 
- 生産性向上人材育成支援センターにおいて、企業の人材育成に
必要な支援を一貫して実施した。具体的には、生産性向上支援
訓練との一体的な広報を通じた様々な人材育成ニーズの掘り
起こし、受講歴のある企業への働きかけ、受講歴のない企業へ
の新規開拓を行った。 

- 生産性向上人材育成支援センター職員に向けたメールマガジ
ン「生産性センターＮｅｗｓ」の毎月の発行を通じた、業務実
績の進捗状況や全国の生産性向上人材育成支援センターにお
ける取組事例の共有などによる業務の質的向上に取り組んだ。 

- 人材育成ニーズ調査や訓練終了後の受講者・事業主に対してア
ンケート調査を行い、これらの結果を踏まえた訓練コースを設
定・実施した。 

- 事業主等の利便性向上のため、オンライン訓練を実施したほ
か、全国の訓練受講者に学科をオンラインで配信した後、全国
数か所の職業能力開発施設に集合して実技を行うなど、機構の
スケールメリットを活かした施設間連携によるオンライン訓
練も実施した。 

- 各施設に人材育成研究会を設置し、団体・業界が抱える人材育
成における課題を的確に把握するとともに、把握した課題の解
決に向けた訓練コースの開発・実施等までの支援を実施した。 

・職業訓練指導員で構成する在職者訓練カリキュラム等検討委員会
において、人材育成ニーズ調査等の結果を踏まえ、在職者訓練の
モデルカリキュラムの開発等を行った。 
【モデルカリキュラムの開発実績】 
- 開発コース数  16 コース（前年度実績 10 コース） 
 
 

① ＤＸ、ＧＸに対応した在職者訓練コースの開発等 
・ＤＸの加速化に対応した訓練コース（ＤＸ対応コース）及び脱炭
素化に資する訓練コース（ＧＸ対応コース）を在職者訓練で実施
した（ＤＸ、ＧＸの実績は全体実績の内数。）。 
- 訓練コース数 
962 コース（前年度実績 932 コース） 

 - 受講者数 
6,553 人（前年度実績 6,382 人） 

・ものづくり分野におけるＤＸ対応コース及びＧＸ対応コースの開
発に以下のとおり取り組んだ。 
-ＤＸにつながる技術（ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、ドローン等）、
その他のデジタル技術（インフラ構築・運用、システム開発等）
を活用し、システム及びデータ管理、業務効率化及び業務管理、
組織構造の最適化に対応できる人材を育成するＤＸ対応コー
スを 12 コース開発した。 

-ＧＸにつながる技術（再生可能エネルギー、次世代電池等）を活
用し、エネルギーの効率化とクリーンテクノロジーへの対応、
持続可能な製品と資源管理、環境マネジメントとリスク管理に
対応できる人材を育成するＧＸ対応コースを２コース開発し
た。 

- ＤＸ対応訓練用機器を用いた訓練カリキュラム、訓練教材（テ
キスト、実習課題、指導案）等を開発するとともに、当該訓練
を担当する職業訓練指導員を対象とした勉強会を開催した。 

【質的な取組】 
・在職者訓練につ
いては訓練終了
時の受講者アン
ケート結果を
「訓練カルテ」
に取りまとめ、
指導法や訓練教
材、現場におけ
る役立ち度等に
関する評価を分
析し、その改善
方策を検討して
訓練コースの改
善を図るととも
に、生産性向上
支援訓練につい
ても、社会経済
動向に基づくニ
ーズやアンケー
ト結果等を踏ま
えたコース開
発・改善を図る
など、訓練の質
の確保・向上に
向け、不断の見
直し・改善に取
り組んだほか、
生産性向上人材
育成支援センタ
ー職員向けのメ
ールマガジンを
発行し、全国の
生産性向上人材
育成支援センタ
ーにおける取組
事例の共有を行
うこと等によ
り、業務の質的
向上に取り組ん
だこと。この結
果、事業主から
の生産性向上等
につながった旨
の評価は、在職
者訓練について
は 94.2％とな
ったほか、生産
性向上支援訓練
93.4％、受講者
の満足度は、在
職 者 訓 練
99.2％、生産性
向上支援訓練
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② 在職者訓練の効果を客

観的に把握する観点から、
受講者が習得した能力の
職場での活用状況につい
て確認すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 中小企業等の人材育成
に関する相談支援から、課
題に合わせた人材育成プ
ランの提案、生産性向上支
援訓練等の実施まで、必要
な支援を一貫して行う。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 在職者訓練の効果を客
観的に把握する観点から、
受講者が習得した能力の
職場での活用状況につい
て確認する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ あらゆる産業分野の中
小企業等の生産性向上に
資するため、中小企業等の
人材育成に関する相談支
援から、課題に合わせた人
材育成プランの提案、生産
性向上支援訓練等の実施
まで、必要な支援を一貫し
て行う。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 職業訓練コースの受講を指示した事業
主等に対して、受講者が習得した能力の
職場での活用状況について確認する。 
なお、活用状況の確認と併せて、事業主

等の人材育成ニーズや受講者からの意見
等をアンケート調査により把握すること
で、訓練カリキュラム等の改善を行い、訓
練の質の向上に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ あらゆる産業分野の中小企業等の生産
性向上に資するため、中小企業等の人材
育成に関する相談支援から、課題に合わ
せた人材育成プランの提案、生産性向上
支援訓練等の実施まで、必要な支援を一
貫して行う。 
なお、生産性向上支援訓練においては、

生産管理・品質管理、原価管理・コスト削
減、組織マネジメント等に関する知識、Ｉ
Ｔによる業務改善に関する知識を習得さ
せる職業訓練コースや中高年齢層向けの
70歳までの就業機会の確保に資する職業

の見直し・開
発等を必要と
する在職者訓
練コースの受
講 者 数 を 、
4,000 人以上
とする。 

 
 
【指標】 
・在職者訓練を
利用した事業
主における企
業の生産性向
上等につなが
った旨の評価
を、90％以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・中小企業等の
ニーズを踏ま
えて、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発と内容の見
直しを行った
か。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
② アンケート結果の把握・分析、業務の質の向上への取組 
・在職者訓練の業務の質の向上を図るため、訓練コースの受講を指
示した事業主に対して、生産性向上等につながったか（受講者が
学んできた技能・技術及び専門的知識は、事業所の生産性向上や
現場力の強化につながっているか）を内容とするアンケート調査
等を実施した。 
また、受講者に対しても能力向上につながったかを内容とするア
ンケート調査等を実施した。 
- 事業主の回答 
94.2％（前年度実績 93.7％） 
内訳「大いにつながった」39.0％（前年度実績 37.6％*） 

「多少つながった」 55.2％（前年度実績 56.1％*） 
【主な生産性向上等につながった理由（複数回答可）】 
「生産・作業効率の向上」45,7％（前年度実績 43.9％） 
「他の従業員への伝達による組織全体のスキルアップ」22.3％
（前年度実績 21.0％） 

- 有効回答事業所数 11,100 事業所（前年度実績 11,337 事業
所*） 

※令和６年 12 月末までに実施した訓練コースの実績であるこ
と。 

*令和７年度に修正 
- 受講者の回答    
99.2％（前年度実績 99.2％） 
内訳「大変役に立った」57.7％（前年度実績 56.7％） 

「役に立った」    41.5％（前年度実績 42.6％） 
【主な役に立った理由（複数回答可）】 
「新たな知識及び技能・技術が身についた」65.7％（前年度実
績 65.7％） 

「専門的な知識及び技能・技術が深まった」58.8％（前年度実
績 58.9％） 

- 有効回答受講者数 67,011 人（前年度実績 65,474 人） 
 
 
③ 生産性向上支援訓練の実施 
・あらゆる産業分野の中小企業等を対象として、人材育成に関する
相談支援から、課題に合わせた人材育成プランの提案、生産性向
上支援訓練等の実施まで、必要な支援を一貫して行うとともに、
訓練を全国で均質に実施するための基盤となるカリキュラムモ
デル（ＤＸに対応できる人材育成等を支援するための手法・知識
を習得させるためのカリキュラムモデル等）を継続的に開発・整
備した。 

・訓練の実施に当たっては、個別企業の課題に合わせてカリキュラ
ムモデルをカスタマイズするオーダーコースを中心に、規模の小
さな企業でも利用しやすいオープンコースも展開した。 
また、関係機関や機構内の他業務と連携を行い、生産性向上支援

98.6％となり高
い評価を得るこ
とができたこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・社会全体で学
び・学び直しの
促進や生産性向
上といった課題
に対応するた
め、在職者訓練
及び生産性向上
支援訓練を通じ
た事業主・在職
者への支援の充
実が要請されて
いる。そのため
生産性向上人材
育成支援センタ
ーの認知度不足
などにより、支
援を必要とする
事業主等へのサ
ービスの提供が
未だ十分でない
との指摘もある
ことから、在職
者訓練と生産性
向上支援訓練の
一体的な広報に
よる様々な人材
育成ニーズの掘
り起こし、受講
歴のある企業へ
の働きかけ、受
講歴のない企業
の新規開拓とい
った積極的な広
報活動を通じ、
生産性向上人材
育成支援センタ
ーの利用事業所
数の拡充に取り
組んだこと。ま
た、事業主への
施設設備貸与
や、事業所への
職業訓練指導員
の派遣による教
育訓練の実施等
を通じ、事業主
が実施する教育
訓練の支援にも
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④ 事業主等との連携によ

る職業訓練カリキュラム
の開発や職業訓練の実施、
その求めに応じた職業訓
練指導員の派遣、施設設備
の貸与、訓練ノウハウ・情
報の提供等を行うなど、事
業主等が効果的に職業訓
練を実施できるよう、連
携・支援を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 事業主等との連携によ
る職業訓練カリキュラム
の開発や職業訓練の実施、
その求めに応じた職業訓
練指導員の派遣、施設設備
の貸与、訓練ノウハウ・情
報の提供等を行うなど、事
業主等が効果的に職業訓
練を実施できるよう、連
携・支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

訓練コースを実施する。 
また、中小企業等のＤＸを推進するた

め、ＩｏＴ、クラウド、ＡＩ等の新しいデ
ジタル技術を含む職業訓練コースを拡充
し、ＤＸに対応できる人材の育成等を支
援する。 
さらに、中小企業等の多様な人材育成

ニーズに対応するため、全国の生産性向
上人材育成支援センターで把握したニー
ズ等を踏まえ、カリキュラムモデルの継
続的な開発や内容の見直しを行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 事業主等と連携して訓練カリキュラム
を開発し、訓練を実施する。 
また、事業主等が効果的に職業訓練を

実施できるよう、事業主等が実施する職
業訓練等について、職業訓練指導員の派
遣及び施設設備の貸与、訓練に関するノ
ウハウ・情報の提供、人材育成上の課題解
決のための相談・支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・生産性向上人
材育成支援セ
ンターを利用
して生産性向
上等に取り組
んだ事業所数
を、42,000 事
業所以上とす
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

訓練（70 歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向けの訓練
コース（ミドルシニアコース）、ＤＸの推進に資する人材の育成を
支援する訓練コース（ＤＸ対応コース））を積極的に周知・広報し、
広く受講者を確保した結果、以下の実績となった。 
- 訓練コース数 
5,677 コース（前年度実績 5,207 コース） 

- 受講者数 
70,951 人（前年度実績 65,483 人） 
うち 70 歳までの就業機会の確保に資する中高年齢層向けの訓
練コース（ミドルシニアコース） 

- 訓練コース数 
788 コース（前年度実績 693 コース） 

- 受講者数 
11,223 人（前年度実績 9,647 人） 
うちＤＸの推進に資する人材の育成を支援する訓練コース（Ｄ
Ｘ対応コース） 

- 訓練コース数 
1,442 コース（前年度実績 1,209 コース） 

- 受講者数 
16,609 人（前年度実績 13,682 人） 

・これらのコースのうち事業主等の利便性向上に資するため、オン
ラインによる訓練コースを以下のとおり実施した。 
- オンラインによる訓練コース数 
457 コース（前年度実績 431 コース） 

- 受講者数 
7,390 人（前年度実績 7,254 人） 

・Off-JT をオンラインで効率的に実施したいというニーズに対応
するため、 サブスクリプション型生産性向上支援訓練をｅラー
ニング形式で実施し、より多くの中小企業等に対して受講機会を
提供した。 
-訓練コース数 
 328 コース（前年度実績 241 コース） 

 ‐受講者数 
  1,969 人（前年度実績 1,347 人） 
 
 
④ 生産性向上人材育成支援センターの取組・積極的展開 
・中小企業等の生産性向上に向けた人材育成の総合窓口として、関
係機関等との連携による効率的広報、従来の利用者以外への幅広
い周知、業務の垣根を超えた連携によるシナジーの発揮等の取組
により積極的にサービスを展開した。 
生産性向上人材育成支援センター内に中小企業等ＤＸ人材育成
支援コーナーを設置し、中小企業等の「デジタル対応に係る人材
育成上の悩み」に対応するための訓練コーディネート等を実施し
た。 
こうした取組の結果、以下の実績となった。 
‐生産性向上人材育成支援センターを利用して生産性向上に取
り組んだ事業所数 59,616 事業所（前年度実績 57,730 事業
所） 

 
○事業主等が行う職業訓練への支援 
・事業主等が従業員に行う職業訓練が効果的に実施されるよう、職
業訓練指導員の派遣や施設設備の貸与等を実施するとともに、事
業主等からの相談において、訓練に関するノウハウについての要

取り組んだこ
と。 

・在職者訓練にお
いては機構のス
ケールメリット
を活かした施設
間連携によるオ
ンライン訓練等
を実施するとと
もに、生産性向
上支援訓練にお
いては、ｅラー
ニングによる受
講が可能なサブ
スクリプション
型訓練を実施す
るなど、利用者
の様々なニーズ
に応じた利便性
の向上に取り組
んだこと。 

②ＤＸ、ＧＸに対
応した在職者訓
練コースの受講
者数の確保に係
る取組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、地域の
事業主団体や企
業等へのヒアリ
ング調査によ
り、ＤＸにつな
がるデジタル技
術に対応できる
人材育成ニーズ
のほか、脱炭素
化等に向けた取
組状況等を把握
し、それらの結
果を分析した上
で、訓練の質の
確保・向上に向
けた訓練コース
の開発等に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・ものづくり分野
の人手不足等を
要因とした労働
生産性の向上に
資するための職
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望があった場合や民間教育訓練機関等が行う教育訓練コースの
受講の要望があった場合には、必要な情報の提供等の支援を行っ
た。 
- 訓練延べ人員 
256,919 人（前年度実績 262,178 人） 
うち指導員派遣による訓練延べ人員 
71,638 人（前年度実績 72,359 人） 
指導員の派遣数 
2,995 人（前年度実績 3,946 人） 
うち施設設備貸与による訓練延べ人員 
185,281 人（前年度実績 189,819 人） 
施設設備の貸与件数  
10,068 件（前年度実績 10,381 件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業訓練が社会全
体で求められて
いることに加
え、ＤＸ、ＧＸ
といった大きな
変革に伴い、企
業の競争優位性
に資するより高
度なものづくり
人材の育成等が
必要とされる
中、人材ニーズ
等調査などを通
じて社会や技術
動向を日々キャ
ッチアップし、
ものづくり分野
におけるＤＸ対
応コース、ＧＸ
対応コースを新
たに 14 コース
開発し、計 355
コース整備した
こと。また、協
働ロボットシス
テム等のＤＸ対
応訓練用機器を
用いた訓練カリ
キュラム、訓練
教材（テキスト、
実習課題）等を
開発することを
通じて、中小企
業等の着実な事
業展開に資する
生産性や技能・
技術の向上に対
応した在職者訓
練等の実施に向
け取り組んだこ
と。 

・職業訓練指導員
がＤＸに対応し
たより実践的な
訓練を指導でき
るよう、「ＤＸリ
テラシー研修」、
「データ利活用
基礎研修」を実
施し、訓練の質
を高めたほか、
協働ロボットシ
ステム等のＤＸ
対応訓練用機器
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に対応した訓練
を担当する職業
訓練指導員を対
象とした勉強会
を開催し、知識
等の共有を図る
ことを通じて、
中小企業等の生
産性の向上や着
実な事業展開の
推進に貢献する
よう取り組んだ
こと。 

以上、重要度・困
難度が設定されて
いる項目におい
て、これらの実績
を挙げたことを踏
まえ、評定をＡと
する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ＤＸの加速化や

2050 年カーボ
ンニュートラ
ルに向け、Ｄ
Ｘ、ＧＸの取組
の推進に対応
する人材の確
保・育成が重要
であるため、中
小企業等のＤ
Ｘ、ＧＸ人材の
育成に取り組
む事業主に対
して、ＤＸ、Ｇ
Ｘにつながる
デジタル技術
等を活用した
在職者訓練コ
ースの開発・実
施に取り組む
必要がある。 

・ものづくり分野
に限らず、あら
ゆる産業分野
の中小企業等
の生産性向上
を支援するた
め、生産性向上
支援訓練の利
用企業や受講
者の拡大を図
るとともに、中
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＜令和５年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・地域の事業主団体や企業等へのヒアリング調査（全国約 3,400 事
業所）を行い、ＤＸにつながるデジタル技術に対応できる人材育
成、脱炭素化等の実現に向けた取組等を踏まえた当該調査結果の
分析を行った上で、企業の人材育成ニーズに対応した訓練カリキ
ュラムの開発・見直しを行うとともに、実施したコースごとに受
講者及び事業主に対するアンケート調査を実施し、地域のニーズ
に即したカリキュラムとなるよう随時見直しを行った。 

・在職者訓練と生産性向上支援訓練を一体とした広報を通じ、生産
性向上支援訓練を受講した事業主等に対し、在職者訓練の積極的
な活用を提案すること等により、潜在的需要の掘り起こしに努め
た。 

 
 

小企業等の多
様な人材育成
ニーズに応え
ることができ
るよう、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発・整備を行
い、生産性向上
支援訓練とし
て実施する必
要がある。ま
た、70 歳までの
就業機会の確
保に資する中
高年齢層向け
の訓練コース
やＤＸの推進
に資する人材
の育成を支援
する訓練コー
スを展開し、引
き続き利用企
業や受講者の
拡大を図ると
ともに、カリキ
ュラムモデル
の継続的な開
発・整備を行う
必要がある。 

 
 

 
４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・ 

・ 

・ 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４－４  職業能力開発業務に関する事項－職業訓練指導員の養成、職業訓練コースの開発、国際協力の推進等 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅵ－１－１ 公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による職業能力開発等を推進すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第

14 条第１項第７号 

当該項目の重要

度、困難度 
－ 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

職業訓練指導員養成課程
修了者数（計画値） 

500 人以上 － 100 人以上 100 人以上    
  

予算額（千円） 60,196,996 64,358,929    

 
 

職業訓練指導員養成課程
修了者数（実績値） 

－ 104 人 119 人 109 人    
  

決算額（千円） 54,220,479 59,163,496    

 
 

達成度 － － 119.0％ 109.0％    
  

経常費用（千円） 52,237,738 56,349,016    

 
 

スキルアップ訓練の受講
者数（計画値） 

25,000 人 
以上 

－ 
5,000 人 
以上 

5,000 人以
上 

   
  

経常利益（千円） 1,744,159 757,430    

 
 

スキルアップ訓練の受講
者数（実績値） 

－ 5,390 人 6,158 人 5,638 人    
  

行政コスト（千円） 54,269,436 58,822,812    

 
 達成度 － － 123.2％ 112.8％    

  
従事人員数（人） 2,732 2,722    

職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（計画値） 

５点以上 － ５点以上 ５点以上    

 

      

 

職業能力開発総合大学校
の調査・開発成果に係る外
部評価の合計点数の平均
（実績値） 

－ － 6.00 点 5.33 点    

 

  

 

    

 達成度 － － 120.0％ 106.7％    
 

       

注）職業能力開発勘定における数値を記載。 
  



26 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中期目標 中期計画 年度計画（R6） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定  

第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（４）職業訓練指導員の養

成、職業訓練コースの
開発、国際協力の推進
等 

 
全国の職業能力開発施

設において、職業訓練指
導員が不足する中で、質
の高い職業訓練指導員を
安定的に確保するため、
職業能力開発総合大学校
において、職業訓練指導
員の養成、能力の向上を
推進すること。そのほか、
職業訓練コースの開発、
国際協力の推進等に取り
組む。具体的には以下を
実施すること。 

 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携
し、職業訓練指導員の養
成課程を効果的に運用す
るとともに、職業訓練指
導員に関する広報の充実
を通じて、幅広い層から
職業訓練指導員を確保す
ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
４ 職業能力開発業務に関
する事項 

 
（４）職業訓練指導員の養

成、職業訓練コースの
開発、国際協力の推進
等 

 
職業能力開発総合大学校に
おいて、職業訓練指導員の
養成、能力の向上を推進す
る。そのほか、職業訓練コー
スの開発、国際協力の推進
等に取り組む。具体的には
以下を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携
し、職業訓練指導員の養
成課程を効果的に運用す
るとともに、職業訓練指
導員に関する広報の充実
を通じて、幅広い層から
職業訓練指導員を確保す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（４）職業訓練指導員の養成、職業訓練コ

ースの開発、国際協力の推進等 
 
 
 

職業能力開発総合大学校において、職
業訓練指導員の養成、能力の向上を推進
する。そのほか、職業訓練コースの開発、
国際協力の推進、オンライン訓練の実施
等に取り組む。具体的には以下の取組を
実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 国、都道府県等と連携し、職業訓練指
導員の養成課程を効果的に運用するとと
もに、職業訓練指導員に関する広報の充
実を通じて、幅広い層から職業訓練指導
員を確保する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・職業訓練指導
員養成課程修
了者数を、100
人 以 上 と す
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
４ 職業能力開発業務に関する事項 
 
 
（４）職業訓練指導員の養成、職業訓練コースの開発、国際協力の推

進等 
 
説明資料参照 
 
・職業訓練指導員の養成及び能力の向上を推進するため、職業能力開
発総合大学校（東京都小平市）において、「技能習得の指導」、「訓
練コーディネート」、「キャリアコンサルティング」及び「就職支援」
等の幅広い能力を有する人材を養成するための課程(指導員養成訓
練）に加え、指導員の専門性の拡大・レベルアップ等を図るための
研修課程（指導員技能向上訓練（スキルアップ訓練））も実施した。 

・効果的・効率的な職業訓練の実施に資するため、厚生労働省と機構
との協議により選定したテーマについて、機構内外の知見を持ち寄
り調査・開発を実施し、都道府県、民間教育訓練機関等への情報提
供を行った。また、民間教育訓練機関における教育訓練サービスの
質向上に向けた支援を実施した。 

・国際協力を推進するため、国、国際協力機構（ＪＩＣＡ）等からの
要請を受けて、開発途上国等からの研修員受入れや指導員の海外派
遣等を実施した。 

・指導員養成課程及び研修課程においてカリキュラムを精査し、オン
ライン訓練を実施した。 

 
 
① 職業訓練指導員の養成 
・対象者に応じて職業訓練指導員に必要な技能・能力を習得するため
の指導員養成訓練を以下のとおり実施した。 
- 職業訓練指導員養成課程修了者数 

  109 人（前年度実績 119 人）  
指導員養成課程 

   - 指導力習得コース 
    59 人（前年度実績 87 人） 
   - 訓練技法習得コース 
    ７人（前年度実績 12 人） 
   - 訓練技法・技能等習得コース 
    ５人（前年度実績０人） 
   - 実務経験者訓練技法習得コース 
    30 人（前年度実績 12 人） 
   - 職種転換コース 
    ３人（前年度実績５人） 

高度養成課程 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
「職業訓練指導員
養成課程修了者
数」の達成度が
109.0％、「スキル
アップ訓練の受講
者数」の達成度が
112.8％、「職業能
力開発総合大学校
の調査・開発成果
に係る外部評価の
合計点数の平均」
の 達 成 度 が
106.7％であり、い
ずれも所期の目標
を達成している。
評定の根拠とし
て、 
①職業訓練指導員
養成課程修了者
数の確保に係る
取組について 

【質的な取組】 
・技能習得の指導、
訓練コーディネ
ート、キャリア
コンサルティン
グ、問題発見解
決力等、職業訓
練指導員として
必要となる要素
を付与する多様
な 訓 練 を 実 施
し、職業能力開
発総合大学校総
合課程の学生を
始め職業能力開
発大学校応用課
程修了者や一般
大学等修了者、
都道府県、民間
企業の各種資格
保持者等を対象
とした指導員養
成課程の実施を
通じ、職業訓練
の現場で活躍す
る質の高い職業
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② 職業訓練指導員の技能
向上を図る研修課程（ス
キルアップ訓練）のコー
ス内容や実施方法等の充
実を図るとともに、各種
技能競技大会やＯＤＡ
（政府開発援助）事業等
への職業訓練指導員の派
遣等を通じた人材育成や
能力向上を推進するよう
努めること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新
技術等に対応できる任期
付き等の職業訓練指導員
の活用に努めること。 

 
 
 
 
④ 政策的必要性の高い分
野を中心に、職業訓練コ
ースの開発、人材ニーズ
の把握、キャリア形成の
過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効
率的な職業訓練の実施に
資する調査・開発を実施
するとともに、その成果
を民間教育訓練機関、都
道府県等に提供する等、
普及の強化に取り組むこ
と。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 職業訓練指導員の技能
向上を図る研修課程（ス
キルアップ訓練）のコー
ス内容や実施方法等の充
実を図るとともに、各種
技能競技大会やＯＤＡ
（政府開発援助）事業等
への職業訓練指導員の派
遣等を通じた人材育成や
能力向上を推進するよう
努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新
技術等に対応できる任期
付き等の職業訓練指導員
の活用に努める。 
 
 
 
 

④ 政策的必要性の高い分
野を中心に、職業訓練コ
ースの開発、人材ニーズ
の把握、キャリア形成の
過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効
率的な職業訓練の実施に
資する調査・開発を実施
するとともに、その成果
を民間教育訓練機関、都
道府県等に提供する等、
普及の強化に取り組む。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 職業訓練指導員の技能向上を図る研修
課程（スキルアップ訓練）について、ＤＸ
に対応した職業訓練を実施するために必
要な技能・技術を習得する研修コースを
充実させるほか、都道府県等からの要望
に応じた研修コースの設定とともに、全
国の公共職業能力開発施設等を実施場所
とする出前型研修やオンライン研修、集
合型とオンラインを組み合わせたハイブ
リッド型の研修など、実施方法等の充実
を図る。 
また、各種技能競技大会やＯＤＡ（政府

開発援助）事業等への職業訓練指導員の
派遣等を通じた人材育成や能力向上を推
進するよう努める。 

 
 
 
 
 
 
③ 企業と連携して、最新技術等に対応で
きる任期付き等の職業訓練指導員の活用
に努める。 

 
 
 
 
 
④ 政策的必要性の高い分野を中心に、職
業訓練コースの開発、人材ニーズの把握、
キャリア形成の過程の把握及び職業訓練
技法の開発等効果的・効率的な職業訓練
の実施に資する調査・開発を、機構内外の
知見を持ち寄り実施する。また、成果につ
いて、民間教育訓練機関、都道府県等に提
供する等、普及の強化に取り組む。 
令和６年度については、同年度中に完

了する「ＡＩ技術を活用した人材育成支
援ツールの開発」等のテーマを対象に、職
業能力開発業務に携わる外部の有識者に
よる評価を行い質の担保を図る。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・ＤＸに対応し
た職業訓練の
実施に必要な
技能・技術を
習得する研修
コースの充実
等 を 行 っ た
か。 

 
【指標】 
・職業訓練指導
員の技能向上
を図る研修課
程（スキルア
ップ訓練）の
受講者数を、
5,000 人以上
とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・政策的必要性
の高い分野を
中心に、効果
的・効率的な
職業訓練の実
施に資する調
査・開発を行
い、その成果
の普及の強化
に取り組んだ
か。 

 
【指標】 
・職業能力開発

   - 職業能力開発研究学域 
    12 人（うち指導員免許を新規に取得可能となる者５人）（前

年度実績 12 人（うち指導員免許を新規に取得可能となる
者３人）） 

・各種競技大会及び厚生労働省と連携し、職業訓練指導員の確保に向
けＷｅｂサイトなどを活用した広報を実施した。 

・各職業能力開発促進センターを会場とし、職業訓練指導員として働
くことの魅力・やりがい等を発信するための説明会を実施した。 

 
 
② 職業訓練指導員の技能向上を図る研修 
・職業訓練指導員の専門性の拡大、レベルアップ等を図るための研修
課程（指導員技能向上訓練（スキルアップ訓練））について、ＤＸ、
ＧＸに対応した研修の充実を図った。また、オンライン研修の実施
や都道府県等に対する広報の取組を強化した。 
- 職業訓練指導員の技能向上を図る研修課程（スキルアップ訓練）
受講者数 
5,638 人（前年度実績 6,158 人） 
（内訳） 
- 都道府県  1,893 人(前年度実績 1,863 人) 
- 民間企業等  475 人(前年度実績 892 人) 
- 機構    3,270 人(前年度実績 3,403 人) 

   うちＤＸ、ＧＸ対応コース  1,523 人（前年度実績 1,664 人） 
うち出前型研修   2,127 人（前年度実績 2,008 人） 

   うちオンライン研修 1,245 人（前年度実績 1,802 人） 
  
 ・各種技能競技大会やＯＤＡ事業等への職業訓練指導員の派遣等を

実施し、人材育成や能力向上の推進に努めた。 
 
 
 
③ 任期付き等の職業訓練指導員の活用 
・社会のニーズに機動的に対応できる指導員体制を実現する観点か
ら、最新技術等に対応できる職業訓練指導員を民間企業から任期付
き等で雇用し、積極的に活用した。 
- 令和６年度末現在の任期付き等の職業訓練指導員の人数８人 

  （前年度実績 11 人） 
 
 
④ 職業訓練の実施に資する調査・開発 
・政策的必要性の高い分野を中心に、厚生労働省と機構との協議によ
り７テーマを選定の上、機構内外の知見を持ち寄り、調査・開発を
実施した。  
-ＡＩ技術を活用した人材育成支援ツールの開発 
-職業訓練に必要とされるＤＸ関連技術の明確化及び職業訓練指導
員研修の体系整備 

-職業訓練における安全教育の現状調査及び動画コンテンツ等の開
発 

-技能のカン・コツを見える化したデジタル教材及び訓練手法の開
発 

-職業訓練指導員講習のデジタル対応に係る調査及び教材開発 
-ＧＸ、ＤＸ訓練の推進のためのＢＩＭ教材の開発及び技能の開発 
-航空機分野における職業能力開発体系の整備 

・令和６年度に終了した３テーマについては、職業能力開発業務に携

訓練指導員の養
成に取り組んだ
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・少子化に伴い入
校者の確保が困
難 な 状 況 に 加
え、職業訓練指
導員の人材不足
が 懸 念 さ れ る
中、職業能力開
発総合大学校は
全国唯一の職業
訓練指導員の養
成機関であるこ
とから、指導員
養成訓練修了者
の大部分を占め
る指導力習得コ
ースの対象者と
なる総合課程の
入校者を確保す
るとともに、円
滑に進級・修了
できるよう、日
頃から学生に対
してきめ細かな
サポートに取り
組んだほか、指
導力習得コース
は希望する学生
のみが受講対象
と な る こ と か
ら、職業訓練指
導員の仕事の魅
力を発信するな
ど、１年次から
段階的に指導員
就職に対する意
識醸成に取り組
んだこと。また、
各種競技会にお
いて職業訓練指
導員として働く
ことの魅力を伝
えるための広報
ブースを出展、
テクノインスト
ラクター総合情
報サイトへ誘導
するための広報
動画を作成する
など、職業訓練
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⑤ 国、関係機関（ＪＩＣ
Ａ）等の委託又は依頼を
受けて、開発途上国から
の研修生の受入れ等を実
施すること。 

 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催
する地域職業能力開発促
進協議会の議論を踏まえ
た職業訓練コースの設定
等に努めるとともに、訓
練受講後に安定的な就
業、長期的な就業につな
がる観点からカリキュラ
ムの開発等を進めていく
こと。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国、関係機関（ＪＩＣ
Ａ）等の委託又は依頼を
受けて、開発途上国から
の研修生の受入れ等を実
施する。 

 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催
する地域職業能力開発促
進協議会の議論を踏まえ
た職業訓練コースの設定
等に努めるとともに、訓
練受講後に安定的な就
業、長期的な就業につな
がる観点からカリキュラ
ムの開発等を進めてい
く。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国、関係機関（ＪＩＣＡ）等の委託又は
依頼を受けて、開発途上国からの研修生
の受入れ等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 国及び都道府県が開催する地域職業能
力開発促進協議会の議論を踏まえた職業
訓練コースの設定等に努めるとともに、
訓練受講後に安定的な就業、長期的な就
業につながる観点からカリキュラムの開
発等を進めていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総合大学校の
調査・開発成
果に係る外部
評価の合計点
数の平均につ
いて５点以上
を得ること。
〔採点方法：
調査・開発テ
ーマごとに３
人の外部評価
委員がそれぞ
れ、評価の視
点を満たして
いるかを判断
し、その結果
により、優れ
て い る ＝ ２
点、やや優れ
て い る ＝ １
点、劣ってい
る＝０点で評
価〕 

 
 
＜評価の視点＞ 
・国、関係機関
（ＪＩＣＡ）
等の委託又は
依頼を受けて
開発途上国か
らの研修生の
受入れ等を実
施したか。 

 
 
 
＜評価の視点＞ 
・地域職業能力
開発促進協議
会の議論を踏
まえた職業訓
練コースの設
定等に努める
とともに、訓
練受講後に安
定的な就業、
長期的な就業
につながる観
点からカリキ
ュラムの開発
等 を 進 め た
か。 

 

わる外部の有識者による評価を行い質の担保を図った。外部評価委
員の評価合計の平均点は5.33点（６点満点）。（前年度実績 6.00
点） 
-ＡＩ技術を活用した人材育成支援ツールの開発 
 評価結果：計６点 
-職業訓練に必要とされるＤＸ関連技術の明確化及び職業訓練指導 
員研修の体系整備 

評価結果：計５点 
-職業訓練における安全教育の現状調査及び動画コンテンツ等 
の開発 

評価結果：計５点  
・調査・開発の成果を職業能力開発総合大学校基盤整備センターのホ
ームページで公開するとともに、民間教育訓練機関や地方公共団体
へ研究報告書等を配布し普及に努めた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 国際協力の推進 
・国、国際協力機構（ＪＩＣＡ）等からの依頼を受け、以下のとおり
当機構のノウハウを活かした支援を実施した。 
- 視察型研修の受入れ件数 11 件 研修員数 119 人、見学施設延
べ 19 施設（前年度実績 受入れ件数 12 件、研修員数 94 人、見
学施設延べ 21 施設） 

- 機構職員の研修講師派遣件数 １件、４人（前年度実績 派遣件
数２件、５人） 

- 機構職員の開発途上国派遣国数 １か国（カンボジア）、１人（前
年度実績 ２か国（カンボジア、エジプト）、２人） 

 
 
⑥ 地域のニーズを踏まえた職業訓練コースの設定、カリキュラムの

開発 
・各都道府県労働局及び都道府県が設置する地域職業能力開発促進
協議会において、地域のニーズを踏まえた訓練コースの設定方針等
について、協議を行った上で、訓練コースの設定に努めた。 

・訓練受講後の就職を目指す離職者訓練及び高度技能者養成訓練に
おいては、訓練計画専門部会等において求人ニーズ・求職ニーズの
分析も実施した上で訓練コースを設定した。 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

指導員の認知度
向上に努めたこ
と。 

②スキルアップ訓
練の受講者数の
確保に係る取組
について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、住宅の
省エネルギー性
能評価手法など
といったニーズ
に基づくコース
を 開 発 す る な
ど、新規 51 コー
ス、リニューア
ル56コースの多
種多様なコース
の設定・実施を
通じ、機構の職
業訓練指導員だ
けでなく、都道
府県も含めた職
業訓練指導員全
体のスキルアッ
プに取り組んだ
こと。 

【困難な状況への
対応】 

・受講対象者が現
役職業訓練指導
員であり、求職
者及び在職者等
に知識・技術等
を教える立場で
あることを踏ま
え、日進月歩で
進化するＤＸ、
ＧＸ技術など社
会や地域等が求
める人材育成ニ
ーズに応える職
業訓練を実施す
るために必要な
専門性の拡大や
新たな知識・技
術等を習得する
ための研修コー
スを開発・設定・
実施したほか、
厚生労働省等と
連携した応募勧
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⑦ 職業能力開発業務の円
滑な運営を図るため、機
構法第 11 条に基づき機
構に設置される運営委員
会や、各職業能力開発促
進センター等に設置され
る地方運営協議会を開催
し、関係機関と十分に連
携を図ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教
育訓練サービスの質を維
持・向上させるため、国が
実施する職業訓練サービ
スガイドライン研修等の
取組について、必要な協
力を行うこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑦ 機構本部に設置した労
働者を代表する者、事業
主を代表する者及び職業
能力開発業務の適正な運
営に必要な学識経験を有
する者から構成する運営
委員会を開催し、職業能
力開発業務の円滑な運営
を図る。 
また、各職業能力開発

促進センター等に設置し
た都道府県、都道府県労
働局、事業主や労働者の
代表、教育機関等が参画
する地方運営協議会を開
催し、地域レベルにおい
ても、関係機関等と十分
に連携を図る。 

 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教
育訓練サービスの質を維
持・向上させるため、国が
実施する職業訓練サービ
スガイドライン研修等の
取組について、必要な協
力を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑦ 機構本部に設置した労働者を代表する
者、事業主を代表する者及び職業能力開
発業務の適正な運営に必要な学識経験を
有する者から構成する運営委員会を開催
し、職業能力開発業務の円滑な運営を図
る。 
また、各職業能力開発促進センター等

に設置した都道府県、都道府県労働局、事
業主や労働者の代表、教育機関等が参画
する地方運営協議会を開催し、地域レベ
ルにおいても、関係機関等と十分に連携
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 民間教育訓練機関の教育訓練サービス
の質を維持・向上させるため、国が実施す
る職業訓練サービスガイドライン研修等
の取組について、必要な協力を行う。 

 
 
 
 
 
⑨ 企業や求職者等に対し、ものづくり分
野の仕事の魅力や実施する職業訓練の有
効性について、広く周知するため、職業訓
練のメニューだけでなく、訓練効果や成
果、訓練修了生・企業からの声をホームペ
ージや施設案内等に掲載するとともに、
公的職業訓練の愛称であるハロートレー
ニング等を活用し、分かりやすい広報活
動に取り組む。また、地方運営協議会の機
会等を通じて、地域の関係者に対し、職業
能力開発促進センター等の取組を積極的
に情報発信する。 

 
 

 
＜評価の視点＞ 
・運営委員会や
地方運営協議
会を通じて関
係機関等と十
分に連携を図
ったか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・公的職業訓練
の愛称である
ハロートレー
ニング等を活
用し、分かり
やすい広報活
動に取り組ん
だか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑦ ニーズを踏まえた効果的・効率的な職業訓練の実施、関係機関と

の連携 
・運営委員会や地方運営協議会を通じて関係機関との連携を図り、ニ
ーズを踏まえた効果的・効率的な職業訓練を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 職業訓練サービスガイドライン研修等の取組に対する協力 
・国が実施する職業訓練サービスガイドライン研修等の取組に対し
て、民間教育訓練機関への受講勧奨等の必要な協力を行った。 
 
 
 

 
 
 
⑨ ものづくりの魅力や職業訓練に関する広報 
・機構本部及び各施設で公的職業訓練の愛称であるハロートレーニ
ング等を活用し、ニュースリリース、メディアツアー等の積極的な
広報活動に取り組んだ。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

奨を通じ、受講
者確保に取り組
んだこと。 

③職業能力開発総
合 大 学 校 の 調
査・開発成果に
係る外部評価の
合計点数の平均
の向上に係る取
組について 

【質的な取組】 
・数値目標（指標）
を達成しただけ
でなく、政策的
必要性の高い分
野を中心に、厚
生労働省と機構
においてテーマ
を選定のうえ、
より一層成果の
普及・活用につ
ながるよう各テ
ーマに都道府県
の指導員や民間
企業の有識者等
の参画を得て、
機構内外の知見
を 持 ち 寄 る な
ど、より多くの
ニーズに応えら
れ る 体 制 で 調
査・開発に取り
組んだこと。 

【困難な状況への
対応】 

・社会全体で注目
されている政策
的必要性の高い
分野をテーマと
しており、職業
訓練において前
例となる情報や
データが十分に
ない環境にある
ため、多くの関
係者に対する詳
細なヒアリング
を行うなど、機
構内外の知見を
持ち寄ることで
調査・開発の成
果として反映で
きるよう丁寧に
取 り 組 ん だ こ
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＜令和５年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
〇今後の職業訓練指導員の継続的かつ安定的な確保に向けた職業訓
練指導員のブランド力及び認知度の向上並びに就職意識の醸成の
ため、国（厚生労働省）や関係機関（中央職業能力開発協会）と連
携し、人材確保のための積極的な周知・広報を以下のとおり行った。 
・若年者ものづくり競技大会や技能五輪全国大会における、職業訓
練指導員として働くことの魅力発信を目的とした広報ブースの
設置、大会参加者等に対する広報活動の実施 

・テクノインストラクター総合情報サイトへ誘導するための動画
作成及び広告配信 

・職業訓練指導員として働くことの魅力、全国唯一の職業訓練指導
員の養成機関である職業能力開発総合大学校の魅力発信のため
の、全国５か所の職業能力開発促進センターでの説明会の実施 

・総合課程の学生に対する、１年次からの段階的な指導員就職に関

と。 
以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・職業訓練指導員

に求められる基
本的な能力（職
業訓練の実施、
訓練コーディネ
ート、キャリア
コンサルティン
グ、就職支援）だ
けでなく、技術
革新に対応でき
る能力も付与す
るため、指導員
養成訓練やスキ
ルアップ訓練の
カリキュラムの
見直しを行い、
職業能力開発に
関するニーズに
的確に対応する
必要がある。 

・政策的必要性の
高い分野を中心
に、職業訓練に
関する調査・開
発を行い、その
成果を民間教育
訓練機関、都道
府県等に提供す
る等、普及の強
化に取り組むと
ともに、成果の
質を担保してい
く必要がある。 
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する意識醸成の取組 
〇職業訓練指導員が新たな知識・技術等を習得できるように、技術動
向の調査・分析や都道府県へのヒアリング、受講者アンケートによ
りニーズを把握し、既存コースの見直しや新規コースの立ち上げに
より研修を充実させた。 

 
 

 
４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・ 

・ 

・ 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－６  求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等に関する事項－求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等 

業務に関連する

政策・施策 
Ⅴ－５－１ 求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること 

当該事業実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構法第

14 条第１項第８号 

当該項目の重要

度、困難度 
－ 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 

基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値） 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

   

 
令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

 
 

        
  

予算額（千円） 2,568,941 2,702,426    

 
 

        
  

決算額（千円） 2,348,183 2,525,225    

 
 

        
  

経常費用（千円） 2,079,296 2,165,658    

 
 

        
  

経常利益（千円） 93,295 7,193    

 
 

        
  

行政コスト（千円） 2,079,296 2,165,658    

 
 

        
  

従事人員数（人） 160 155    

        
       

注）認定特定求職者職業訓練勘定における数値を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画（R6） 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣 

による評価 

業務実績 自己評価 評定  

 第３章 国民に対して提供
するサービスその他の業
務の質の向上に関する事
項 

 
 
６ 求職者支援制度に係る
職業訓練の認定業務等に
関する事項 

 
職業訓練の実施等によ

第１ 国民に対して提供す
るサービスその他の業務
の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき
措置 

 
６ 求職者支援制度に係る
職業訓練の認定業務等に
関する事項 
 
職業訓練の実施等によ

第１ 国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置 

 
 
 
６ 求職者支援制度に係る職業訓練の認定
業務等に関する事項 

 
 
（１）職業訓練の実施等による特定求職者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 

 
 
 
 
 
 
６ 求職者支援制度に係る職業訓練の認定業務等に関する事項 
 
説明資料参照 
 
（１）求職者支援訓練の認定申請書の審査 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
評定の根拠とし
て、 
①認定職業訓練の
的確な審査に係
る取組について 

【質的な取組】 
・求職者支援制度
に係る、民間教
育訓練機関等へ
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る特定求職者の就職の支
援に関する法律（平成 23 
年法律第 47 号）に基づく
職業訓練の認定を的確に
実施すること。 
また、認定職業訓練が円

滑かつ効果的に行われる
よう、機構が有する職業訓
練ノウハウを活用し、必要
な指導及び助言を行うと
ともに、全ての認定職業訓
練について、実地による実
施状況の確認を確実に実
施すること。 

る特定求職者の就職の支
援に関する法律（平成23年
法律第 47 号）に基づく職
業訓練の認定業務の実施
に当たっては、技能の向上
が図られ、就職に資するも
のとなっているかを踏ま
えた的確な審査を行う。 
また、認定職業訓練の円

滑かつ効果的な実施に資
するよう、訓練コース設定
の指導や機構が有する職
業能力開発及び就職支援
のノウハウの提供など、必
要な指導及び助言を行う
とともに、全ての認定職業
訓練について、実地による
実施状況の確認を確実に
実施する。 

の就職の支援に関する法律（平成23年
法律第47号）に基づく職業訓練の認定
業務の実施に当たっては、技能の向上
が図られ、就職に資するものとなって
いるかを踏まえた的確な審査を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）認定職業訓練の円滑かつ効果的な実

施に資するよう、訓練コース設定の指
導、国の政策に対応した訓練コースの
設定の促進、機構が有する職業能力開
発及び就職支援のノウハウの提供等、
必要な指導及び助言を行うとともに、
不正防止の徹底に努め、全ての認定職
業訓練について、実地による実施状況
の確認を確実に実施する。 

 

・職業訓練の認
定業務の実施
に 当 た っ て
は、技能の向
上が図られ、
就職に資する
ものとなって
いるかを踏ま
えた的確な審
査 を 行 っ た
か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
・認定職業訓練
の円滑かつ効
果的な実施に
資するよう、
訓練コース設
定の指導や国
の政策に対応
した訓練コー
ス 設 定 の 促
進、 就職支援
のノウハウの
提供など、必
要な指導及び
助言を行うと
ともに、実地
による実施状
況の確認を確
実に実施した
か。 

・厚生労働省が定めた認定基準に基づき、特定求職者を早期に安
定した雇用に結びつけるよう、職業能力の開発及び向上を図る
ための効果的な訓練内容となっているか等を踏まえ、認定申請
書の審査を実施した。 
 

○令和６年度開講分審査・認定状況 
・審査件数 
- コース数 4,725 コース（前年度実績 4,384 コース） 
- 定  員 83,147 人（前年度実績 78,112 人） 
うち認定件数 
- コース数 3,445 コース（前年度実績 3,902 コース） 
- 定  員 57,064 人（前年度実績 67,757 人） 
※全国職業訓練実施計画で定められた認定上限値  
55,573 人（前年度上限値 67,685 人） 

  ※デジタル系に係る訓練コースの認定実績 
   - コース数 885 コース（前年度実績 1,014 コース） 
   - 定  員 16,767 人（前年度実績 21,020 人） 

※オンライン訓練コースの認定実績 
- コース数 621 コース（前年度実績 640 コース） 
- 定  員 11,123 人（前年度実績 14,629 人） 

※ｅラーニングコースの認定実績 
- コース数 405 コース（前年度実績 426 コース） 
- 定  員 7,334 人（前年度実績 10,547 人） 

うち不認定件数 
- コース数  1,280 コース（前年度実績 482 コース） 
- 定  員  26,083 人（前年度実績 10,355 人） 

 
 
（２）実施状況確認の実施等 
・訓練コース設定の促進 
訓練実施機関の確保及びデジタル系訓練コースの設定を促進す
るため、民間教育訓練機関等を訪問し、申請に係る協力要請を行
ったほか、 育児・介護中といった訓練の受講に当たり配慮が必要
な求職者がいる中、個々の状況に応じて訓練が受講できるように
するため、訓練実施機関に対し、オンライン訓練コースやｅラー
ニングコースの周知・広報を実施した。  

・実施状況確認の実施 
認定した訓練について実地による訓練実施状況の確認を行い、不
正防止を図るとともに訓練実施機関への指導・助言を以下のとお
り実施した。 
- 実施状況確認の実施状況 13,755 件（前年度実績 14,230 件） 
（参考）開講コース数 3,192 コース（前年度実績 3,518 コー

ス） 
・訓練の質向上を目的とした講習の実施 
訓練実施機関が抱える課題を把握し、訓練の質向上を目的とした
求職者支援訓練サポート講習（以下「サポート講習」という。）を
機構の創意工夫による取組として全国の都道府県支部で以下の
とおり実施した。 
- サポート講習実施回数 
48 回（前年度実績 48 回） 

- 受講者数 
548 人（前年度実績 493 人） 

- サポート講習受講者有用度 
  98.3％（前年度実績 98.3％） 

の普及及び円滑
な訓練申請の促
進に向け、説明
会等を通じた制
度の周知・広報
や、「カリキュラ
ム作成ナビ」の
提供による訓練
カリキュラムの
円滑な作成支援
に取り組むとと
もに、職業訓練
の認定に当たっ
ては、民間教育
訓練機関等から
申請された訓練
コースが就職に
資する訓練内容
となっているか
などの観点か
ら、的確な審査
に取り組んだこ
と。 

【困難な状況への
対応】 

・社会のデジタル
化が進展し、デ
ジタル技術を活
用できる人材が
求められること
から、デジタル
系訓練コースを
実施することが
できる民間教育
訓練機関等が限
られる地域も含
め全ての都道府
県で設定される
よう、説明会等
を通じた周知・
広報に取り組ん
だこと。 

②実施状況確認を
通じた適切な訓
練の実施に係る
取組について 

【質的な取組】 
・開講した全ての
訓練コースに対
し、定期的（月
１回）に訓練実
施機関に出向き
実施状況確認に
よる指導・助言
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を行ったほか、
訓練実施機関が
抱える課題を把
握し、課題解決
に向けた求職者
支援訓練サポー
ト講習を全ての
都道府県で実施
することによ
り、的確な訓練
の運営及び質の
向上に取り組ん
だこと。 

【困難な状況への
対応】 

・通所、オンライ
ン、ｅラーニン
グといった実施
方法が異なる訓
練コースが設定
されている中
で、実施状況確
認に当たって
は、訓練の実施
方法の違いによ
り確認方法やポ
イントが異なる
ことを踏まえた
効率的かつ的確
な実施状況確認
に取り組んだこ
と。 

以上を踏まえ、評
定をＢとする。 
 
＜課題と対応＞ 
・政府が掲げるデ
ジタル推進人材
の育成の方針等
のもと、全ての
訓練コースにお
いて、デジタル
リテラシーの向
上促進を図ると
ともに、ＩＴ分
野等のデジタル
系訓練コースに
ついては、ＤＸ
推進スキル標準
に対応した訓練
コースの基本奨
励金の上乗せ措
置等を踏まえ、
訓練コースの設
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＜令和５年度の業務実績の評価結果の反映状況＞ 
・政府が掲げるデジタル推進人材の育成の方針等も踏まえ、デジタ
ル系訓練コースの申請促進に向けた参考カリキュラムを引き続
き公開するとともに、カリキュラム作成に当たっての留意事項
の見直し、訓練実施機関の開拓などを行った。 

・民間教育訓練機関や教育訓練関連団体等を訪問し、求職者支援制
度の周知を行うこと等により、訓練実施機関の開拓を行った。 
 
 

定を推進する。 
・育児、介護等の
様々な事情を抱え
た求職者が訓練受
講をしやすくなる
よう訓練期間や時
間に配慮した訓練
コースの設定促進
も含めた、訓練実
施機関の開拓など
を行う必要があ
る。 

 
４．その他参考情報 

外部評価委員会において聴取した主な意見は以下のとおりである。 

・ 

・ 

・ 
 
 
 
 



函館訓練センター 84.1% (85.0%) 52.8% (63.9%) 85.3% (80.9%) 320
旭川訓練センター 85.0% (93.6%) 62.5% (72.5%) 64.5% (74.3%) 262
釧路訓練センター 82.1% (93.9%) 54.7% (63.6%) 75.0% (82.1%) 140
北海道職業能力開発促進センター 87.7% (90.3%) 72.3% (69.9%) 86.1% (78.8%) 718
青森職業能力開発促進センター 83.7% (85.9%) 69.5% (64.3%) 75.9% (91.8%) 278
岩手職業能力開発促進センター 85.2% (85.1%) 67.4% (71.8%) 78.7% (68.2%) 343
宮城職業能力開発促進センター 83.5% (83.1%) 62.4% (64.9%) 73.7% (83.0%) 636
秋田職業能力開発促進センター 86.0% (86.4%) 66.9% (63.6%) 83.7% (82.3%) 362
山形職業能力開発促進センター 83.0% (87.2%) 64.8% (69.0%) 86.9% (95.1%) 282
福島職業能力開発促進センター 89.6% (90.4%) 67.6% (70.4%) 69.5% (88.3%) 364
いわき訓練センター 89.8% (83.3%) 75.9% (72.2%) 66.5% (71.9%) 188
会津訓練センター 93.5% (94.0%) 63.9% (66.0%) 63.9% (55.2%) 180
茨城職業能力開発促進センター 85.6% (84.7%) 75.4% (67.0%) 85.9% (82.9%) 376
栃木職業能力開発促進センター 85.6% (86.4%) 55.8% (58.9%) 94.7% (89.0%) 548
群馬職業能力開発促進センター 86.9% (90.4%) 70.4% (77.5%) 73.5% (69.0%) 441
埼玉職業能力開発促進センター 86.4% (90.9%) 78.4% (76.4%) 87.7% (90.2%) 520
君津訓練センター 90.8% (88.8%) 67.4% (70.9%) 76.7% (72.0%) 146
高度訓練センター 88.9% (100.0%) 78.1% (28.6%) 97.5% (90.0%) 40
千葉職業能力開発促進センター 88.4% (85.5%) 71.6% (72.4%) 105.6% (97.8%) 684
関東職業能力開発促進センター 83.9% (86.3%) 78.8% (76.2%) 90.4% (83.6%) 668
新潟職業能力開発促進センター 94.7% (84.0%) 73.9% (65.3%) 70.8% (71.4%) 363
富山職業能力開発促進センター 84.8% (86.9%) 75.5% (78.6%) 72.7% (78.1%) 352
石川職業能力開発促進センター 76.5% (92.0%) 69.3% (65.2%) 85.7% (82.9%) 336
福井職業能力開発促進センター 87.2% (93.6%) 69.6% (70.6%) 72.1% (84.8%) 229
山梨職業能力開発促進センター 88.0% (86.3%) 69.0% (67.6%) 68.0% (70.1%) 338
長野職業能力開発促進センター 86.0% (85.7%) 60.5% (65.9%) 75.9% (80.6%) 307
松本訓練センター 92.3% (88.4%) 69.8% (73.7%) 94.1% (70.3%) 222
岐阜職業能力開発促進センター 83.2% (90.6%) 70.2% (71.3%) 78.2% (88.1%) 248
静岡職業能力開発促進センター 86.1% (86.8%) 63.9% (58.4%) 81.3% (78.7%) 512
中部職業能力開発促進センター 94.7% (88.3%) 64.9% (65.2%) 91.2% (91.1%) 500
名古屋港湾 92.4% (92.1%) 77.0% (86.2%) 93.0% (94.0%) 100
三重職業能力開発促進センター 80.9% (86.5%) 61.8% (52.2%) 77.4% (82.1%) 318
伊勢訓練センター 84.4% (93.8%) 59.2% (52.5%) 84.4% (81.9%) 263
滋賀職業能力開発促進センター 84.4% (85.7%) 64.1% (58.1%) 81.9% (76.6%) 398
京都職業能力開発促進センター 84.3% (84.3%) 69.2% (65.4%) 73.8% (67.3%) 660
関西職業能力開発促進センター 89.3% (87.3%) 79.2% (80.2%) 87.8% (87.9%) 556
兵庫職業能力開発促進センター 85.3% (88.1%) 65.6% (64.5%) 90.2% (91.8%) 646
加古川訓練センター 88.5% (88.8%) 65.8% (68.1%) 81.1% (83.3%) 334
奈良職業能力開発促進センター 83.6% (88.2%) 62.4% (58.7%) 81.2% (81.1%) 382
和歌山職業能力開発促進センター 87.8% (93.1%) 61.6% (61.7%) 88.2% (87.6%) 348
鳥取職業能力開発促進センター 91.4% (89.4%) 49.4% (60.7%) 72.7% (76.5%) 256
米子訓練センター 88.5% (91.3%) 68.5% (64.9%) 68.9% (59.7%) 264
島根職業能力開発促進センター 92.9% (89.7%) 65.1% (61.7%) 74.4% (74.1%) 386
岡山職業能力開発促進センター 88.9% (88.1%) 66.5% (73.0%) 71.8% (76.1%) 412
広島職業能力開発促進センター 80.7% (83.9%) 64.4% (65.9%) 74.5% (78.4%) 604
山口職業能力開発促進センター 82.4% (85.5%) 78.6% (78.5%) 81.5% (76.9%) 265
徳島職業能力開発促進センター 81.6% (86.5%) 55.9% (49.5%) 79.6% (63.5%) 314
香川職業能力開発促進センター 86.4% (83.3%) 74.3% (66.0%) 82.3% (85.5%) 316
愛媛職業能力開発促進センター 88.0% (87.7%) 67.1% (73.7%) 65.9% (63.8%) 443
高知職業能力開発促進センター 83.7% (82.8%) 59.7% (66.0%) 93.6% (76.9%) 313
飯塚訓練センター 88.3% (85.4%) 63.5% (63.9%) 70.5% (74.1%) 451
福岡職業能力開発促進センター 87.7% (86.3%) 69.2% (67.4%) 65.2% (65.7%) 560
佐賀職業能力開発促進センター 86.3% (88.5%) 78.3% (65.1%) 84.0% (76.8%) 338
長崎職業能力開発促進センター 96.8% (94.4%) 80.1% (75.6%) 83.0% (82.9%) 335
佐世保訓練センター 90.6% (92.1%) 60.0% (64.8%) 83.7% (79.1%) 252
熊本職業能力開発促進センター 93.6% (90.6%) 74.7% (69.3%) 88.0% (90.1%) 576
荒尾訓練センター 85.2% (85.9%) 61.2% (66.4%) 76.8% (79.2%) 280
大分職業能力開発促進センター 81.4% (85.9%) 68.5% (67.1%) 72.7% (71.3%) 359
宮崎職業能力開発促進センター 84.1% (91.5%) 63.8% (67.1%) 67.3% (62.6%) 392
延岡訓練センター 91.7% (93.6%) 56.4% (56.9%) 68.8% (87.1%) 276
鹿児島職業能力開発促進センター 88.6% (85.6%) 67.6% (67.5%) 82.1% (72.0%) 374
沖縄職業能力開発促進センター 89.6% (83.4%) 73.9% (64.3%) 82.7% (79.9%) 456
合計 86.9% (87.5%) 67.9% (67.3%) 80.3% (79.5%) 23,130
※　令和７年４月末実績。　（　　）は令和５年度同期実績。

離職者訓練実績（令和６年度）　

施設名 就職率 正社員就職率
（就職者のうち正社員の割合）

（参考）定員充足率 （参考）定員
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令和7年4月末現在

北海道職業能力開発大学校 100.0% (97.3%) 98.6% (100.0%) 101.2% (88.2%) 170

東北職業能力開発大学校青森職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 78.1% (94.1%) 52.7% (75.0%) 55

東北職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 99.2% (100.0%) 86.2% (104.1%) 195

東北職業能力開発大学校秋田職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (97.1%) 73.3% (91.7%) 60

関東職業能力開発大学校 97.7% (98.2%) 100.0% (99.1%) 111.1% (108.7%) 190

関東職業能力開発大学校千葉職業能力開発短期大学校 97.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 77.4% (86.1%) 115

港湾職業能力開発短期大学校横浜校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 70.0% (75.0%) 40

北陸職業能力開発大学校新潟職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 97.6% (100.0%) 66.3% (77.6%) 80

北陸職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 104.4% (98.8%) 160

北陸職業能力開発大学校石川職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 67.5% (95.0%) 40

東海職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 84.3% (82.1%) 140

東海職業能力開発大学校浜松職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 109.2% (76.9%) 65

近畿職業能力開発大学校滋賀職業能力開発短期大学校 97.4% (100.0%) 100.0% (100.0%) 98.5% (95.4%) 65

近畿職業能力開発大学校京都職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 116.7% (73.3%) 30

近畿職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (99.2%) 94.4% (88.4%) 195

港湾職業能力開発短期大学校神戸校 100.0% (100.0%) 100.0% (95.8%) 67.5% (62.5%) 40

中国職業能力開発大学校島根職業能力開発短期大学校 96.2% (97.1%) 100.0% (93.9%) 80.0% (89.1%) 55

中国職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 94.0% (97.7%) 97.3% (104.3%) 150

中国職業能力開発大学校福山職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 105.7% (98.6%) 70

四国職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 98.8% (98.7%) 94.2% (90.3%) 155

四国職業能力開発大学校高知職業能力開発短期大学校 96.3% (100.0%) 100.0% (100.0%) 93.3% (102.2%) 45

九州職業能力開発大学校 100.0% (100.0%) 93.9% (100.0%) 101.0% (109.7%) 200

九州職業能力開発大学校川内職業能力開発短期大学校 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 109.2% (88.6%) 65

沖縄職業能力開発大学校 100.0% (99.1%) 98.9% (96.6%) 96.8% (96.8%) 190

職業能力開発総合大学校 100.0% (98.8%) 100.0% (97.6%) 125.0% (122.5%) 80

総計 99.5% (99.6%) 98.4% (98.9%) 94.2% 94.5% 2,650

※（）内は令和6年度実績（年間分）であること。

高度技能者養成訓練実績（令和６年度）

施設名 （参考）定員充足率就職率 正社員就職率
（就職者のうち正社員の割合）

（参考）R6定員

２－①
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